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１　問題意識
　
　いったい日本のスキル形成の特徴とは何か？そ
れはアメリカ、イギリス、ドイツのような国とど
こが異なっているのか？
　本稿はこのような問いについて、スキル形成の
基盤としての各国の徒弟制の歴史と発展に着目し
ながらアプローチしようとする研究ノートであ
る1）。
　現在の日本のスキル形成の仕組みを学んでも、
その特徴を把握することは難しい。国際比較の意
義はここにある。またよその国の今の仕組みを学
んでもなぜそういう仕組みになっているのかわか
らない。歴史と生成のプロセスを振り返る意義は
ここにある。
　スキル形成といってもその概念は広い。議論
の場をスキル形成の歴史的基盤としての徒弟制
に絞って考察したテーレン（2004）に依拠する
ことが有益である2）。これまでの労働研究の分
野での国際比較研究としては、ドーア（1973＝
1993）をはじめとする貴重な国際比較研究があ
るが、テーレン（2004）はスキル形成、人材開
発に関する貴重な歴史的国際比較研究である。
　ここで本稿のキーコンセプトであるスキル形成
について定義の内包と外延について触れておくの
がよいであろう。テーレンのいうスキル形成は、
国民社会全体での職業教育訓練体制を指してい
る。国のスキル形成の仕組みへの問いは、国の経
済社会を支える人々の技能は、どこでどのように
形成されるのか、という問題であり、スキル形成
の在り方は、資本主義の類型を規定する大きな要
因と考えられている。学説的には、ホールとソシ
キス（2001＝ 2007）らの先駆的な研究によって
生み出された資本主義の類型論（自由市場経済＝
LME と調整された市場経済＝ CME という 2つ
のタイプの類型）がある。Finegold and Soskice
（1988）によると、LME は英などの低熟練均衡
経済に、また CME は独などの高熟練均衡経済に
それぞれ対応する。ドーアに倣っていうと日本は
ドイツと並んで、高熟練均衡経済に位置している
とみなせよう。
　一方で Rubery and Grimshaw（2003）は、
先進国の労働市場の仕組みを特徴付けた。それに
よると、ドイツは「国民規模での職業別労働市場
（Occupational Labor Market、以下 OLM）」、イ
ギリスは「市場主導の弱い内部労働市場（Internal 
Labor Market、以下 ILM）と弱い OLM」、アメ
リカは「市場主導の弱い ILM」、そして日本は「会
社ベースで合意された ILM」として、それぞれ
特徴付けられる。つまり同じ低熟練国や高熟練国
の間にも違いがあることになる3）。
　ここで素朴な問いかけが生じてこよう。そもそ
もなぜ日本はドイツと並んで高熟練均衡の国なの
か？さらにいうとなぜ日本では強い ILM が発達
し、ドイツは国民経済レベルで OLM が発達した
のか。これに対して、なぜイギリスとアメリカは
低熟練均衡の国なのか？さらにいうとイギリスは
「弱い ILM と弱い OLM」でアメリカは「市場主
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導の ILM」なのか。
　さらに最近の日本で関心を集めているコンセプ
トに即してみると、欧米はジョブ型であるのに対
して日本はメンバーシップ型であるというが（濱
口 2013a）、それが形成されてきた歴史的背景は
いかなるものか――。
　こうした問いかけに迫っていくには、議論の場
を相対化し、時空スコープを歴史的にも空間的に
も大きく押し広げてみることが必要である。
　本稿の構成は以下のようになる。
　2では、労働に関するこれまでの主要な国際比
較研究をサーベイする。本稿の関心が、スキル形
成に関する日本と他国との比較考察に置かれてい
るので、ドーア（1993）、ストリーク（1992）、ホー
ルとソシキス（2001＝ 2007）、マースデン（1999
＝ 2007）、ルーベリとグリムシャー（2003）な
どを取り上げて比較の枠組みと日本と他国のスキ
ル形成を軸にした雇用制度の特徴把握について検
討を行う。
　3では、テーレン（2004）の徒弟制の歴史的国
際比較研究に基づきつつ、独英米日のスキル形成
の歴史的特質をトレースする。
　4では、3を踏まえて各国ごとの雇用制度の特
徴付けへの示唆を導き出す。
２　雇用制度の国際比較研究のサーベイ
　2では、雇用制度に関する代表的な国際比較研
究を取り上げ、スキル形成の視点からその枠組み
についてレビューする。
2-1	 ドーア（1987＝1993）、ストリーク（1992）、
ホールとソシキス（2001＝ 2007）
　先駆的な国際比較としてまず挙げられるのは
ドーア（1973＝ 1993）である。ドーアは、株主
重視型経営、貢献と報酬の短期的決済、人材育成
やスキル形成への弱い投資を特徴とする市場志向
型米英企業と対比して、組織志向性の強い企業（日
独）の特徴として、従業員重視型経営、長期雇用
をベースにした貢献と報酬の長期決済の仕組みを
指摘し、そのことによって人材育成やスキル形成
への大きな投資が可能となるとした。
　ドーアモデルを資本主義の多様性という大きな
文脈に位置づけて発展させたのがホールとソシキ
ス（2001＝ 2007）エステベス・アベほか（2001＝
2007）である。そこでは、コーディネートされた
市場経済（CME、日独）と自由な市場経済（LME、
米英）が対比される。スキル形成という文脈上重要
なのは、特殊的技能の形成の背後には強い福祉国
家による様々な制度的保障があるという大きな論
理の中に位置づけられているという点である。つ
まり特殊技能の習得には初期キャリアに投資する
必要があるが、そのためには、取得した技能に対
する収益の低下を抑制する賃金保護がなければい
けない。そこで特殊技能が失われる可能性を抑制
する雇用保護や失業者が再雇用先を見つける給付
期間を妥当にする失業保護が発達する。ここで強
力な福祉国家は特殊技能への投資を安全にする担
保となる。このように市場経済をドーアの市場志
向に、また調整された経済をドーアの組織志向に
対応すると、ドーアと基本論理を共有するものだが、
スキルをより大きな政治経済モデルの中に位置づ
け、それらを関連付けて把握した点にホールとソ
シキス及びエステベス・アベらの貢献がある。
　この大きな政治経済モデルのなかでスキルが中
心的位置を占めているという認識を示したのがス
トリークである。Thelen（2004： 8-10）によると、
「職業訓練制度は多様な政治経済モデルの特徴付
けに際して中心を占めている」が、「職業スキルが、
乱高下する環境の下で、会社の競争優位を構成す
る」ことを先駆的に解明し、職業訓練制度への
継続関心を我々に促したという意味で、Streeck
（1992）の業績に遡るところが大きいという。
2-2　ルーベリとグリムシャ （ー2003）
　一方先進国の労働市場の特徴を ILM と OLM
という二つの概念で把握したのがルーベリとグ
リムシャー（2003）である。かれらは、ILM と
OLM について表 1のように対比的な整理を試み
ている（表 1）。
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　彼らは、OLM と ILM を訓練システム、技能
形成、従業員地位の位置、従業員の移動という 4
つの指標で対比する。2つの市場類型を対比する
に際して、労働者が労働市場で活躍する際に要求
される技能とそれを形成するシステムを重視して
いることがわかる。
　まず日本になじみのある ILM からみよう。
ILM は、使用者が主導する仕事を通じての訓練
（on the-job training、OJT）によって技能形成
されるが、それは個別の企業の要求する技能ニー
ズに狭く限定されており、資格の承認を伴うもの
ではない。そのため従業員の位置も特定企業内部
の地位となり、移動も企業内の仕事階段（つまり
昇進と異動）に制限されている。
　これに対して OLM は、社会的パートナー（社
会的パートナーシップとは欧州では重要な概念で
政府、使用者、労働組合の三主体の協調的関係を
指すことが多い）によって規制された一般的な職
業教育及び実践的訓練を受けて技能が形成され、
（特定組織特有ではない）広い（社会的な）職業基
準に応じた資格が与えられる。そのため従業員の
地位も、承認された職業資格の所有によって与え
られ、結果として資格を保有する従業員が企業を
表１　ILMと OLM
図１　国別にみた職業訓練の体系
表１　ILMとOLM
要素 ILM(内部労働市場） OLM（職業別労働市場）
訓練の体系 使用者主導のOJT 一般的な職業教育と実践訓練
資料出所：Rubery and Grimshaw（2004:110)を一部修正の上掲載
従業員の移動 会社内での仕事階段に制約 資格保有者は会社間を移動。資格保有者でない者は労働市場への参入が困難
個別企業の要請に特化しており、
資格化されていないスキル開発 広い職業基準に合致した資格
従業員が地位を
持つ場 会社での地位 承認された職業資格の取得
図１　国別にみた職業訓練の体系
OLM 独
OLMとILMの混合 英米
ILM 日本 仏
市場主導 合意主導 国家主導
出所：Grimshaw and Rubery(2004p.112)
労働市場モデル
規制の形態
資料出所：Rubery and Grimshaw（2004:110）を一部修正の上掲載
資料出所：Grimshaw and Rubery（2004 :112）
超えて移動することが容易となる（もし資格を保
有していないと労働市場への参入は困難となる）。
　こうした類型に先進国の労働市場を対応付け
ると、イギリスは市場主導の弱い ILM、弱い
OLM、日本は会社を基盤に合意された ILM とな
る。ちなみにドイツは国民経済規模での合意され
た OLM、アメリカは市場主導の弱い ILM となる。
　図 1は、Rubery ら（2003）による国別にみた
職業訓練体系を比較したもので、縦に労働市場の
タイプ――つまり主たる人材育成の場が内部労
働市場＝ ILM か、それとも、職業別労働市場＝
OLM か――、また横に規制の形態――つまり民
間企業の市場原理にゆだねるのか（米英）、社会
的な合意を重視するのか（日独）、国家によって
規制されているのか（仏）――をとって各国を位
置づけている。それによると、アメリカは市場志
向で ILM な国、イギリスは市場志向的 ILM と
OLM の中間的な国、ドイツは国民経済レベルで
合意された OLM 的な国、にそれぞれ位置づけら
れる4 ）。そして日本は、企業単位の訓練が主要で
あるという意味では ILM 的だが、（英米のように
市場志向ではなく）社会的に合意された ILM 的
な国に位置づけられている。
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　このように、ドーアやホールとソシキスでは日
独と米英が対比されたが、ルーベリらでは独対日
米という図式になっており、それとは異なった雇
用制度の国別性格付けがなされている。とくにド
イツと日本との差異が、独＝ OLM、日本＝ ILM
として性格付けられている点が注目される。
表2　スキル、労働組織、雇用慣行：ドイツと日本
 
表 2 スキル、労働組織、雇用慣行：ドイツと日本 
 ドイツ 日本 
スキルタイプ 職業的―専門的 一般的―組織的 
社会的アイデンティティ 認定された知識と技能 組織構成員：トヨタマン 
訓練 国家的に標準化された資格
による徒弟制 
会社特殊的なスキルとチー
ムを通じたローテーション 
労働組織、タスクパフォーマ
ンスの調整モード 
準専門的自己規制、マイスタ
ー、プロフェッショナルの専
門知識 
集団の自己規制：リーン生産
プロセスにおける労働者の
相互依存；トヨティズム 
労働市場の構造 職業別労働市場；労組や政策
介入によって制限された外
部労働市場への使用者のア
クセス 
内部労働市場；使用者によっ
て制限された最下層以上の
参入 
長期雇用の源泉 労使間での社会的共同規制
による 
企業コミュニティの互酬的
関係による 
労使関係 政治的産業別労組、 企業別労組 
注：Streeck(1996：148)を簡略化した。 
 
注：Streeck（1996：148）を簡略化した。
2-3	 Streeck（1996）のスキル、労働組織、
雇用慣行の日独比較
　前述したストリークは、スキル形成や労働組織
の仕組み、さらに雇用慣行に注目した日独の対比
も試みている（表 2）（Streeck1996）。
　雇用制度の日独比較という文脈上重要なのは、
以下の 3点である。
　第 1に、ドイツの労働者のスキルは職業的
（occupational）であるのに対して、日本のスキ
ルはジェネラリストで組織中心的（generalist 
and organization centered）である。ドイツの
「職業」（「ベルーフ」）の概念は、体系的に関連し
た理論的知識と一組の実践的スキルを示すと同時
に社会的アイデンティティでもある。かかるアイ
デンティティは通過した試験の認定によって形成
される。ちなみに職業は仕事（ジョブ）ではな
い。ジョブは使用者に帰属するが、職業は従業員
に帰属するのであって、もし電機工が職業なら、
電気工の仕事に就いてなくても電気工なのである
（Streeck1996: 145）。
　職業資格取得には体系的訓練が求められ、若者
の 3分の 2が 3年から 3年半の徒弟訓練を経験す
ることで職業を学ぶ。およそ 400の国家認定の徒
弟訓練職種がある。知識とスキルを特定した資格
要件、カリキュラム、試験が法で定められており、
その実行は商工会議所、職人団体、使用者団体、
労働組合、従業員委員会が担っている。大半の職
業訓練は、教員ではなく熟練労働者によって監督
される。徒弟訓練生は学校と職場で技能と知識の
習得に努める。このようにみるとドイツの職業訓
練システムで徒弟訓練生が習得しているのは職場
特殊的なスキルではなく、より標準的で企業間を
持ち運び可能なポータブルなスキルである。ここ
に企業特殊的なスキルを重視する日本との違いが
ある。
　第 2に、ドイツのスキルと労働組織の職業―プ
ロフェッショナルモデルは日本のジェネラルな組
織モデルとは異なっている。日本のスキルは職業
的ではない。つまり日本では社会的に定義されそ
の獲得が社会的アイデンティティを提供するよう
な職業概念がない。日本ではスキルは職業（電気
工）に帰属するのではなく会社（トヨタ）に帰属
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表３　雇用ルールと国の対応
 
表３ 雇用ルールと国の対応 
 効率性の制約 
履行可能性の制約 生産アプローチ 訓練アプローチ 
業務優先アプローチ 職務ルール（米） 職域/職種ルール（英） 
機能・手続き的アプローチ 職能ルール（日） 資格ルール（独） 
資料：マースデン（1999→2007）『雇用システムの理論』p.46 に国を記入した 
 
資料出所：マースデン（1999＝ 2007 : 46）に国名を記入した
するのであり、日本人のスキルは、会社によって
会社のために形成されている（Streeck1996: 147-
149）。
　ドイツの使用者も熟練労働力の長期雇用に関心
を持つが、しかし長期雇用が企業コミュニティ内
での労使間の互酬的関係にもとづく日本とは異な
る。ドイツでは採用と退職については労使の代表
委員からなる経営協議会での審議及び共同の決定
に基づいてなされる。
　第 3に、労使関係の独日の違いである。ドイツ
では、職業スキルは移転可能なので、特定企業に
リンクしない社会的アイデンティティを生じさせ
る。この社会的アイデンティティへの集団的関心
は、全体として産業レベルや地域レベルで個別企
業の内外に組織された労組によって代表される。
したがってドイツの労働組合は、職業や地域をベー
スにした政治的かつ産業別の労組になりえる。
　このようにドイツでは、社会化されたスキルが
社会化された訓練機関で認定される。それが労働
者の職業資格となり全体として OLM を構成して
いる。こうした社会化された仕組みを支えている
のが、（企業別を超えた）産業レベル、地域レベ
ルの労使関係、つまり政治的産業的労組である
（Streeck1996: 151）。
　こうしてドイツは OLM の典型国と性格付けら
れる一方で、日本は ILM の典型国とされるので
ある。なおこうした国別の対比軸はルーベリとグ
リムシャーの見方と共通している点に注目してお
きたい。
2-4　マースデンの雇用システム論
　マースデン（1999＝ 2007）の雇用システムの
理論は、効率性の制約軸と履行可能性の制約軸
を組み合わせて 4つの類型を構成するものである
（表 3）。
　本稿の関心に照らして重要なのは、4つの類型
によって米英独日それぞれ 4カ国の雇用システム
の特徴が対応している点にある。すなわち職務
ルールはアメリカに、職域 / 職種ルールはイギリ
スに、職能ルールは日本に、資格ルールはドイツ
にそれぞれ対応するとされる。
　ここで効率性の制約とは、能力と職務を一致さ
せるためのアプローチであり、これには生産の側
から始め、生産システムにおける業務間の補完性
を求める生産アプローチと、労働者間の技能の補
完性に従って業務をグループ化する訓練アプロー
チがある。生産アプローチは労働者が持ち場を移
るときのコストを最小化し特定業務を遂行する人
数を最小化するように業務がグループ化される。
訓練アプローチでは訓練コストを節約するように
関連した技能をまとめて能力がグループ化され、
技能の利用水準を高めるように業務がグループ化
される。
　もう一つの履行可能性の制約とは、様々な機会
主義の可能性を突き止めるために業務の配分ルー
ルに透明性を要求するものである。
　透明性を実現するには、業務の性質から職務の
範囲を定義する業務優先アプローチと、組織が要
求する機能に注目する機能・手続き的アプローチ
がある。業務優先アプローチでは労働者に割り当
てる業務を特定化することで（曖昧さをなくし）
使用者の機会主義を排除する。機能・手続き的ア
プローチでは、個々の業務に幅があることから経
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営者に利点があるが、その手続きを明示すること
で機会主義を排除する。
　こうしてできた 4つの類型に国を当てはめる
と、「職務ルール」は、「職務は本質的に、個々の
職務ごとに決められた標準的な業務水準に基づい
て組織化され、個人と職務の間に 1対 1の関係が
存在する」アメリカが当てはまる。
　つぎに、「職域 / 職種ルール」は、訓練アプロー
チに従って仕事をコントロールするという長い歴
史のあるイギリスが当てはまる。一方「職能ルー
ル」は、特定の業務ではなく職能という労働者の
能力をランク付けする職能資格制度が普及してい
る日本が当てはまる。そして最後の「資格ルール」
は、技能の認定プロセスと職場の機能に相応しい
仕事を確定することを職場訓練生の制度を通じた
技能形成で行うドイツが当てはまる（マースデン
1999＝ 2007: 59-66）。
　以上が本稿の関心にそったマースデンの雇用シ
ステム論の要約である。マースデンの理論は演繹
理論による雇用システム論の国際比較として有意
義であるが、しかしなぜ米が職務ルール、英が職
域 / 職種ルール、独が職業資格ルール、そして日
本が職能ルールになっているのかの歴史的経緯の
説明が簡素であり、その結果、雇用システムの基
本前提としての「労働者がどこで訓練されたか」、
スキル形成プロセスの説明が不十分であると思わ
れる5 ）。そこで 2-5では、最近の雇用管理の現状、
さらに 3では歴史的経緯について検討することと
しよう。
2-5	 最近の欧米調査結果――厚労省委託調査	
（2014）と経済産業研究委託調査（2016）
　最近の欧米企業の雇用システムの国際比較に
は、三菱 UFJ リサーチコンサルティング（2014）
と Washington CORE L.L.C.（2016）がある。
ちなみに双方の調査ともイギリスは対象となって
いない。
　三菱 UFJ リサーチコンサルティング（2014）
によると、日本を「メンバーシップ型」、欧米を
「ジョブ型」とすると、理念型としてアメリカ、
フランス、ドイツはメンバーシップ型というより
も「ジョブ型」に馴染む。しかしその差異はかっ
ちりとしたものではなく、米仏独とも理念型とし
てのジョブ型の慣行に沿うものだが、運用面では
柔軟さがみられる。例えば、アメリカでは「昇
進・異動に関する雇用慣行として、ポジション変
更・職務記述書の変更なく職務や処遇が変更され
ることがありうる」。ドイツでも「無期雇用契約
を結んだうえで雇用契約書に職務や勤務地を定め
て、職務給を基本給とした給与制度を設計するな
ど、理念型としての『限定雇用』の特徴をもつが、
従業員と事業所委員会の双方の事前同意を得るこ
とを要件として職務や勤務地の変更が行われてい
る」。
　次に Washington CORE L.L.C.（2016）である。
米仏独の三カ国について雇用管理の特徴が整理さ
れているのでそれを掲載しておこう（表 4）。要
点として以下が指摘できる。
　第 1に、賃金体系は三カ国とも職務グレード型
である。第 2に、職務定義は三カ国とも採用前に
明確化されている。第 3に、職務賃金決定は、米
仏は外部市場価格が重要な指標となっており労組
の影響はないが、ドイツでは労働協約で基本賃金
の最低と最高が決まっているため労組の影響を受
けている。第 4に、同一労働同一賃金は、三カ国
とも企業内の基本賃金のみに限られている（ただ
し個別化は認められている）。第 5に、三カ国と
も新卒一括採用はなく、米仏では特定ジョブの空
席・新設創設の際にそのポジションに対して行う。
独では、教育制度との関係もあり、若年時に専門
分野が決定される。第 6に、解雇については、米
は職務がなくなれば即解雇だが、仏独では職務が
なくなっても即解雇とはならず、社内での別の職
務への異動が検討される。第 7に、キャリアアッ
プについては、米仏では外部市場を重視するが、
独では社内（内部市場）での異動を優先する。第
8に、転職については、三カ国とも若年で多い。
新卒での就職機会が限られているため、インター
ンシップを含め多数の経験を積むために転職を
繰りかえす傾向がある。第 9に、「ジョブ型社会」
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スキル形成の独英米日比較
表４　米仏独の雇用制度の要約
米国 フランス ドイツ
資金体系
職務グレード型
地域別、職務カテゴリー、ホワイトカラ
ーエグゼンプションなどの法的条件に基
づき、複数の資金体系がある。
職務グレード型（※カードルも同様）
一般に５段階に分類で、上位３段階がカ
ードルになっている。労働協約等により、
当該業種の労働者の職務等級が定められ
る。
職務グレード型
勤続年数などの職能的要素もある程度考
慮されたものになっている。一般に、学
歴に基づく４段階（Ⅰ～Ⅳ）の賃金レベ
ルがある。
職務定義
採用前に明確化。職務定義書を使って採
用を行う。職務定義の変更は、定期的で
はなく、大きな変更や職務評価を再度行
った場合に実施する企業が多い。
採用前に明確化。ただし、採用および社
内での昇進プロセスを通じて、職務定義
が明確化される場合もある。年１回の社
員評価時に定義の見直しも行う。
採用前に明確化。職務定義は基本的に常
に更新・最新化する。
企業個別の職務定義のほか、組合・商工
会などが定める全国共通の「職業像」が
あり、必要な技能・知識・訓練が定義さ
れている。
職務賃金
決定
外部労働市場の市場価格は重要な指標と
なる。複数の人事コンサル企業が出して
いる市場価格をベースに職務賃金を決定
する場合も多い。
外部労働市場の市場価格は重要な指標と
なる（市場、ポスト点数表、産業別賃金
階梯表、公務員俸給表など）。
企業の労働協約で基本賃金の最低・最高
額を決定。組合員・非組合員とも同じ賃
金テーブル。
管理職は一般に協定外賃金で市場価格の
影響を受ける。協定外賃金は情報通信・
金融などに多い
賃金決定
での労組
の影響
影響なし。社員と企業の個別交渉。 影響なし。社員と企業の個別交渉（労働
組合は基本賃金の最低賃金のみを決定）。
組合は賃金ではなく、待遇改善に注力。
産業別労働協約をベースとした企業協約
から、近年、企業個別協約が増加。
社員と企業の個別交渉には、経営協議会
が参加、企業と労働者間の交渉を公平に
努めている。
同一労働
同一賃金
同一企業内の基本賃金のみ。その中でも、
同一職務内の賃金範囲（最高額／最低額
ー 1）は 40 ～ 50％程度ある。
個別化の主な要素：教育、勤続年数、特
定の職業を遂行するための能力（資格、
経験など）
同一企業内の基本賃金のみ。ただし、個
別化は認められている。
個別化の主な要素：職務経験、教育・訓
練レベル、教育をうけた機関（有名校か
否か）、市場動向（保有技術の価値・希少
性）、企業内調整、勤続年数、勤務地、資
格など
雇用形態による賃金の違いは原則的に認
められない。
同一企業内の基本賃金のみ。ただし、個
別化は認められている。
個別化の主な要素：従業員の成績、職務
経験年数（勤続年数とは異なる）、勤務地
など。一般的な賃金での割合：協約に基
づく基本賃金：7 ～ 8 割、職務経験年数：
1 ～ 2 割、個人の成績：1 ～ 1.5 割程度。
雇用形態による賃金に違いは原則的に認
められない。
採用
新卒一括採用はない。特定ジョブの空席・
新規創設の際にそのポジションに対して
採用を行う。
新卒採用をインターンシップ経験者（特
に自社での）に限る企業・産業も出始め
ている。
新卒一括採用はない。特定ジョブの空席・
新規創設の際にそのポジションに対して
採用を行う。
カードルについては、一部企業で新卒を
複数名採用するケースも文献調査などで
は見られる。
若年で専門分野が決定される（教育制度
との連動）。
新卒一括採用はない。
若年で専門分野が決定される。（教育制度
との連動）。
解雇
勤務がなくなれば解雇が原則。
ただし、最近では社内の異動を容易にす
るための工夫をする企業も出てきている。
職務がなくなっても、即解雇とはならな
い。社内の同じ部署や異なる部署に異動
することで、人材を社内に残すことをま
ず検討するのが暗黙の了解。
職務がなくなっても、即解雇とはならな
い。社内の別の職務などへの異動がまず
検討される。社内の別職務への異動によ
る待遇・賃金などの悪化も容認されてい
る。一連のプロセスに経営協議会が参加。
キャリア
アップ
キャリアアップや待遇改善を求める転職
の場合、外部市場を重視する傾向が強い。
一部の特急組を除き、キャリアアップの
ために企業は社員個人に投資しない。各
人の努力が基本。
一部企業では、優秀な人材の流出対策と
して、社内異動をしやすくする工夫をは
じめる企業あり。
キャリアアップや待遇改善を求める転職
の場合、外部市場が魅力的となるが、間
に失業を挟むリスクを伴う外部市場への
労働移動は、実際には少ないとする統計
も多い。
一部の社員を除けば、企業が人材育成に
投資することは一般的ではない。一部に
はカードルおよびカードル以外のホワイ
トカラーに、努力次第で機会が与えられ
る。
キャリアアップや待遇改善を求める転職
の場合、社内での異動（内部市場）を優
先する。内部でのキャリアアップが難し
い場合に、外部市場を検討する。しかし、
近年、社外市場への転職も一般化しつつ
ある。（米・仏と異なり）社員のキャリア
ップを企業が支援する傾向がある。
「ジョブ型
社会」を
支える制
度
上記の公的職業紹介制度の一環として、
各種職業訓練の機会が用意されている。
また、教育省を通した、キャリア・技術
教育（CTE）への投資も行っており、公立・
私立の高校、専門学校、拘置所、コミュ
ニティカレッジなどを通して提供してい
る。
学歴と職種や賃金が密接にリンクする学
歴重視の社会。学歴、及び、各教育修了
時に受ける試験を通じて得られる職業資
格・学位免状が合理的な水準として使用
されている。これらの学歴・資格を得ら
れるよう、学生時に受ける初等教育はも
ちろん、継続職業訓練のための各種制度
が整っている。
デュアルシステムやマイスター制度など、
就労に円滑につなげることを意図した教
育・訓練の仕組みの歴史が長い。代表的
な例は以下。
・職業教育訓練：デュアルシステム
・マイスター制度
・職業継続訓練制度
・外国人受け入れ制度（高度技能の保有者、
EU 加盟国外から）
資料出所：Washington CORE L.L.C.（2016）より一部省略して引用
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を支える制度として、米では「公的職業紹介制度
の一環として各種職業訓練の機会が用意」されて
いる。仏は「学歴と職種や賃金が密接にリンクす
る学歴重視の社会」であり、「学歴及び各種教育
修了時に受ける試験で得られる職業資格が使用さ
れている」。ドイツは「デュアルシステムやマイ
スター制度など、就労につなげることを意図した
教育・訓練の歴史が長い」ことが特徴である。
2-6　小括――各国の雇用制度の特徴
　日本を念頭に置きながら、最近の欧米の雇用制
度をまとめてみると、日本と欧米との著しい違い
は、日本には新規学卒採用の慣行があること、ま
たそこでの採用は、事前に職務が定義されていな
いのに対して、米仏独はいずれも、新規学卒採用
の慣行がなく、職務は事前に定義されていると
いう点にあるといってよいだろう。だが、日本
と欧米にあるこの差異をどのような言葉で表現す
るかは慎重であらねばならない。一見すると、濱
口（2018）の指摘するように、米仏はジョブ型、
ドイツは職業型、日本はメンバーシップ型と括っ
てよさそうにも見える。だが、よくみると米仏も
純粋なジョブ型ではなくもっと柔軟性がありそう
だ。またドイツが職業型になりそうなのは、個々
の雇用制度から浮き彫りにされたというよりも、
長い歴史を持つ職業教育のデュアルシステムと企
業横断型産業別労使関係というやや一般的な認識
によるところが大きい。このように広い政治経済
モデルから降りて個別の企業事例に立ち入ってい
くと、各国の違いは見えにくくなっていくように
もみえる。
　そこでたとえ粗削りでもよいから、国別の違い
はどのようにして生じたのか、そこにはいかなる
歴史的背景があったのかという時間的にも空間的
にも大きな枠組みの中で考察する観察眼が必要の
ように思える。
　かかる作業遂行に際して本稿では既述したよ
うに、独英米日の徒弟制度をベースにしたスキ
ル形成の歴史を国際比較的視点から描き出した
Thelen（2004）に注目する。Thelen（2004）に
注目するのは、この作品が 19世紀末からの長期
に及ぶ徒弟制度について、持続の相と変化の相の
両面での通時的な俯瞰を企てていること、加え
て独英米日 4カ国それぞれ異なった進化の経路を
辿った徒弟制の盛衰を各国が経験した大きな分岐
点に注目しながら比較考察していることによる。
このことは、4つの国の徒弟制史の個性記述だけ
でなく、徒弟制に関与する行為主体としての（熟
練親方を含む）手工業者、産業化段階での企業経
営者、労働組合、そして国家という 4主体の対立、
葛藤、協調の諸相、つまり動態的な相互関係の考
察も可能とする。19世紀末からの今日までの約
一世紀の間で、スキル形成に関わる諸主体間にい
かなる関係が繰り広げられてきたのか、この歴史
の動態は各国の雇用制度が今日言われるところ
の個性―― 一方で米英が低熟練均衡のジョブ型、
他方で高熟練均衡の独日。その上でドイツは職業
型、そして日本はメンバーシップ型という類型化
はその一つである――を形作っていく上でいかな
る影響を及ぼしてきたのか――。Thelen（2004）
はかかることの解明に大きな示唆を与えてくれる
であろう。
３　スキル形成の起源としての徒弟制
3-1　スキル形成の起源としての徒弟制
　欧米のスキル形成の起源を考察する際には、徒
弟制（アプレンティスシップ）についての理解が
欠かせない。徒弟制とは親方の下で徒弟が技能を
習得する仕組みのことである 6 ）。本稿の考察の焦
点は、19世紀末、産業化初期段階では機械金属
産業の生成期にあるから、ここでのスキル形成と
は、主にスキル依存型産業（その典型が機械金属
産業）で要求される技能の習得のことを指してい
るといってよい。もの作りに欠かせないこうした
スキルをどのように形成したのか。考察の焦点は
歴史的に国別の輪郭を把握することに主眼が置か
れるから、国全体でのスキル形成の仕組みであり、
その仕組みの形成に影響を及ぼした主体が問題と
なる。この時期に伝統的な技能を保有していたの
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スキル形成の独英米日比較
は、熟練職人（ドイツでいうマイスタ （ーmeister））
であった7）。その後産業化の進展に伴い、企業が
生成し、大規模化し、産業が形成されてその職務
を遂行する熟練労働者（スキルドワーカー。イギ
リスでいうジャーニーマン（journeymen））が
登場し活躍するようになるが、手工業の職人とし
てのマイスターはそれとは区別される8）。
　本節の関心は、いま、大方の共通理解を得てい
る英独日のスキル形成の仕組みがいつ頃どのよう
な主体間で、どのような葛藤と連携のダイナミズ
ムの下で形成されるに至ったのかという点にあ
る。そこでまず時期が問題となるが、それは 19
世紀末から 20世紀初めにかけての初期産業期で
ある。テーレンの認識によると、この時期に各
国の仕組みを特徴付ける大きな分岐点（critical 
junctures）があったとされる9 ）。
　ここで主体とは国家、（とりわけスキル依存型）
産業セクターの使用者、労働組合（労働者）そし
て（親方、職人及び徒弟からなる）手工業セク
ターを指す。これらの 4つの主体が、この時期に
いかなる利害をめぐって連携と葛藤を繰り広げた
のか、そして主体間の力学がどのように作用する
ことで今のスキル形成の枠組が形成されるに至っ
たのか。
　ドイツの場合、本格的産業化前にスキル形成の
重要な役割を担ったのは手工業セクターの熟練職
人（マイスター）及びその予備軍としての徒弟層
であった。テーレンによると、国際間の多様性は、
産業初期段階での伝統的な職人層の運命に遡る。
産業化はこの職人層の運命を大きく左右し、産業
化の職人への影響に様々な形で介在するものが四
主体を取り巻く文脈であり、主体間の力関係に他
ならない。以下この点について国別の事情を簡単
に要約しておこう。
　まず英米と日独とで伝統的職人層について状況
が異なっていた。
　「アメリカやイギリスでは、産業化によって伝
統的職人組織（やギルド）が破壊された（イギリ
ス）、あるには発達しなかった（アメリカ）」。「英
米どちらの国も、マスターとジャーニーマンの地
位の違いがドイツや日本よりも弱かったし、そこ
では政治的経済的条件が熟練労働者を集結させ、
労組によるスキルを統制することによってその利
害を守るように作用した」（Thelen2004: 21）。
　特にイギリスでは、「熟練労働者の労組は徒弟
訓練を制限し、とりわけ訓練する労働者の数を
制限することでスキル供給を操作しようとして
きた。したがって同じく徒弟制をコントロール
しようとする使用者と対立した。その結果、総
じて徒弟制と企業内訓練の衰退がもたらされた」
（Thelen2004: 21）。
　他方で、日独では英米と事情が異なっていた。
「ドイツや日本では、それに対して、産業化が専
制的（authoritarian）な体制下で生じ、伝統的な
職人セクターが生き残った。これらのケースでは、
伝統的職人層がその機能を独占するので、スキル
形成は、手工業セクターと生成しつつあった産業
セクター（そこで雇用されている熟練労働者）と
の間で競合することとなった」。
　このように日独では職人層が生存したという意
味で類似している。しかし両国は、異なった原理、
異なった制度的配置に立脚していた。19世紀後
半のドイツ政府の政策は、積極的に職人セクター
を組織化し、近代化を推進した。そして政府は職
人セクターでのスキル形成にスキルの訓練と認定
の権限を付与したのである（Thelen2004: 22）。
　これに対して、「日本の政府の目標は、19世紀
後半に組織された職人セクターを破壊し解体する
ことに貢献し、それが近代化と産業化を促したと
みなされてきた。シビアな労働力不足に直面して、
国家はより直接的な方法をとり国家所有の企業内
訓練プログラムを確立した。民間企業はより『セ
グメント化された』パスに乗り出すように導かれ
た。伝統的職人（親方）を直接雇用のシステムと
会社ベースの訓練に組み込むことでスキル形成の
問題を処理した。初期の労働運動は、内部労働市
場の文脈での目標と戦略を設定する形で 1920年
代のかかる専制的な傾向を強化するように作用し
た」（Thelen2004: 23）。
　ここで改めて各国の違いを国家、産業セクター
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の使用者、労働組合、手工業セクター（親方、職
人と徒弟）との関連に焦点をあててみよう。
　まずドイツとイギリスを対比しよう。ドイツで
は、初期産業化段階での国家の政策が、スキル形
成の軌跡を確立するために決定的に重要であっ
た。すなわち手工業セクターの保護を目的とした
手工業者法（1897年）10）が、徒弟制の相対的に
安定したシステムの生存に貢献したし、同時に労
組が労働市場でのスキルベースの戦略の追及を抑
制するように作用した。スキル依存型の産業の使
用者はスキル労働の供給源として職人セクターに
依存したが、しかし使用者は、手工業のスキル認
定に対しては競合した。このことは、産業が訓練
の実践を押しかつ引き出されるところの手工業セ
クターと並行して発展するような、ダイナミズム
を生み出した。
　つぎにイギリスでは、国家の政策はこれと反対
の方向に作用し、それが伝統的な徒弟制を規制緩
和し間接的にスキルベースの労組によるクラフト
規制を追及させることに貢献した 11）。19世紀の
法的枠組みは、熟練労働者が友愛利益結社の条項
をめぐって組織することを促す一方で、未熟練労
働者が労組を結成することを挫いた。この誘因と
制約に反応しながら、初期の労組は、熟練労働の
供給を操作することで賃金と雇用に影響を及ぼす
形でその戦略を組織した。
　このことは、イギリスではドイツとは完全に異
なったダイナミズム――そこでは徒弟制はドイツ
のように手工業セクターと産業セクターとで競合
しないが、クラフト労組とスキル依存の使用者と
の間では競合する――がセットされたことを示
す。
　さらに日本とドイツを対比する。日本は、会社
ベースの訓練が会社間のコスト競争を改善し、訓
練の集団行動問題 12）を調整するような制度的な
配置に依存している事例である。日独の使用者は
訓練領域での集団行動問題を克服したが、対応の
仕方について両者は全く異なっている。ドイツで
は、国家が訓練システムを構築し、移転可能なス
キルを持った労働者の大量供給を生み出したが、
日本では、強力な内部労働市場という文脈で、工
場ベースの訓練を通じて行った。スキル形成の違
いをドイツの「集団主義」に基づくレジームと日
本の「セグメンタリズム」もしくは「自給自足」
（autarky）に基づくレジームと言えるだろう。
　最後にアメリカとイギリス及び日本を対比す
る。米英とも徒弟制は、労使間の対立の源泉だっ
た。その意味で米英は共通点を持つ。だがアメリ
カは日本とも共通点を持つ。日米の使用者は初期
産業化段階で強い労働力不足に直面したことも
あって独立熟練職人に依存した。しかし 20世紀
初頭の職人層と使用者の連携という点で日米は異
なる。アメリカでは、自律的な熟練労働者は大企
業のマネジメント秩序に組み込まれ、クラフト労
組を打倒しようとする使用者と連携した。彼らは
ともにスキルに依存しないように設計された生産
の合理化を試みた。それに対して日本では、独立
熟練職人（親方）は高度の自律性と移動性向を有
しており、親方はその独立した権力を制限しよう
とする目標を共有した使用者と労組とが連携する
という文脈に置かれた。その過程で、日本企業は、
内部労働市場内とリンクした企業内訓練のパイオ
ニアとなったのである（Thelen2004: 148-9）。
3-2	 国家、使用者、労働組合、職人と徒弟
間の関係の要約
　以上、スキル形成の起源としての徒弟制の歴史
的展開過程を国別に追った Thelen（2004）を紹
介した。ここでその基本ロジックを、国家、産業
セクターの使用者、労働組合、手工業セクター（親
方、職人及び徒弟）の四つの主体間の関連に注目
して整理してみると、図 2のようになる。
　ドイツの場合、国家は当時のスキル形成の担い
手である手工業者、つまり職人と徒弟を保護、組
織化し、スキルの形成と認定について法で規制し
た。産業の熟練労働者は手工業セクターと対立す
ることはあっても、使用者と労働組合とが徒弟制
をめぐって対立する余地は生じなかった。
　これに対してイギリスとアメリカの場合は、ま
ず国家は徒弟制を保護、組織化せず、スキル形成、
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認定の権限を法律で規制しなかった。そこでスキ
ル形成装置としての徒弟制を労使が統制しようと
する余地が生まれた。
　そこで両国の労使はスキル形成の源泉としての
徒弟制（その徒弟が育成されると熟練職人とな
る）を自分の統制下に置こうと葛藤と対立を経験
することとなった。一方で徒弟制、つまり職人と
徒弟は伝統的スキル保有者であるから、使用者か
らみても労働組合からみても対立すべき相手では
なかった。とくにイギリスの場合はクラフトユニ
オンの伝統と相まって労組の徒弟制への関与は強
かった。
　日本の場合は、国家が伝統的職人層（つまり親
方）を法で保護することはせず、スキルの形成と
認定についての規制もなかった。親方間での組織
化も進んでいなかった。未組織状態に置かれてい
た伝統的職人は、産業化にともない親方自らが労
働移動をしながら各工場と個別に交渉し、ある者
は雇用者に、またある者は請負者になっていった。
労使間に対立はなかったが、若い熟練労働者が組
織化されると、親方と対立し、親方は次第に排除
されていった。
　以上が独英米日における四つの主体間の関係の
要約である。そこで以下では、ドイツ、イギリス、
アメリカ、日本のスキル形成の歴史的展開に立ち
入って考察することとしたい。
４	 独英米日のスキル形成概観――徒
弟制をめぐる政・労・使の主体間の
関係
4-1　ドイツのスキル形成
　ドイツの職業訓練システムは、高熟練労働者を
安定的に供給する優れたシステムとみなされてき
た。現在課題を抱えているにしても、海外の実務
家や研究者は、ドイツのデュアル訓練システムか
ら多くの着想を得てきたのは事実である。しかし
このシステムはシステムのパーツが「断片」とし
て生成したものではなく、19世紀末には未発達
であったフレームワークの上にパッチワークがあ
てられ、継続的に層として進化してきたものであ
る13）。
4-1-1 ドイツにおける 19世紀末から 20世紀初頭
にかけてのスキル形成の経緯
　ドイツにおける技能形成と手工業者法
　3で述べたように、ドイツでのスキル形成の歴
史を辿ろうとする時、手工業セクターの存在及び
図 2　徒弟制をめぐる国家、使用者、労働組合、手工業セクターの関係図2　徒弟制をめぐる国家、使用者、労働組合、手工業セクターの関係
法による規制 職人の保護
日本
ドイツ
イギリス 注：→は主体から主体への働きかけを示す
アメリカ 線は主体間に対立のない協調的関係を示す
対立
使用者労働組合
手工業
国家
使用者労働組合
手工業
国家
使用者労働組合
手工業
国家
資料出所：筆者作成
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手工業者法の役割を見落とすことはできない。と
りわけ 1897年に立法化された手工業者法は、手
工業セクターの企業ベースの訓練を安定化させる
上で決定的に重要であった。
　その意義は 3でも触れたし、後の国別比較でも
明らかとなるだろう。例えばイギリスでは手工業
者法が義務化したスキルを訓練し認定するまでの
プロセスをしっかりとモニターする仕組みが欠如
していたことで、徒弟制が安価な「児童労働化」
を従してきた経緯がある。だが手工業者法による
スキル認証のモニターが制度化されたことで、徒
弟と親方の間での記名による承認という信頼でき
るメカニズムが提供されることとなった。法によ
るこのメカニズムの形成の果たす役割には極めて
大きなものがあったのである。というのも徒弟は
たとえ低賃金でも資格取得を目指して努力しよう
というインセンティブを持つし、親方からみる
と、もし徒弟を訓練できる特権を喪失したくなけ
れば、徒弟をしっかり訓練し、最終試験に合格さ
せるという実績を示す必要があるからであった。
　労働への含意
　こうした重要な役割を果たす手工業者法は労働
者や労働組合と（とりわけスキル依存度の大きな）
使用者にとって大きな意味を有していた。ではど
のような意義を有していたか。
　まず工場内訓練をモニターし、スキルを認定す
る（準公共的な）権限を付与された主体としての
手工業会議所（Handwerkskammern）の存在が
ある。手工業者法によって、商工会議所には、徒
弟制の内容と質を規制する広範な権限が付与さ
れ、徒弟訓練を受ける者の要件やまた徒弟試験の
制度運営を統括することとされた。例えば、手工
業会議所は代表を徒弟訓練実施企業に送り込み、
訓練基準に満たない場合、訓練の権利をはく奪す
る権限を有していた。
　こうした権限を付与された手工業会議所の存在
は、労働組合と使用者に重要な意味を与えること
となった。労働組合にとっての重要な意味とは、
一つは手工業会議所も経済において自ら認定した
徒弟のスキル供給を統制しようと試みるが、労組
がそれを効果的に退けていく方向性である。19
世紀末のドイツでは、多様な種類の組織――産業
連合体、労働組合、手工業者組織が熟練労働者の
会員たるべく競合していたが、ドイツの労働組
合は親方のスキル規制が強かったところで拡大し
た。
　二つ目は、社会民主主義的考えを持つ労働組合
が（手工業セクターではなく）産業セクターでの
工場における訓練を維持し、拡張しようという戦
略にコミットするようになったことである。イギ
リスとの対比でみたときに、これら二つの重要な
帰結は、ドイツの労働組合は、スキルに関心をも
ちつつもスキル供給を図る手工業会議所との真正
面対立を避けたことで、イギリスのようにスキル
供給を制限するクラフト規制の強い戦略をもたな
かったということである（Thelen2004: 52）。
　その背景には、当時の労働組合の多くが雑多の
職種が混在する組織体であり、そこに社会民主的
イデオロギーを持つ労働組合が入りこむ余地が
あったこと、さらには親方の下で修業しスキル習
得した徒弟の多くは、訓練先の手工業者ではなく
産業における工業に就職したことで産業セクター
を組織化している労働組合にとって好都合であっ
たことなどが挙げられる。
　こうした分析の光の下で、当初は対立的であっ
たが、労組が比較的短期間で徒弟制を浸食せず、
むしろ会社ベースのシステムを統制し共同管理す
るという観点から自らの利害を定義することに
なったことが理解できるだろう。つまりは、ドイ
ツの労組はスキルを戦略の前提にしたが（その意
味ではイギリスと同様である）、しかし（イギリ
スと違って）スキル供給の制限をしなかった。む
しろドイツ労組がスキルの議論をするときには、
（経済へのスキル量を規制するのではなく）彼ら
の目標は訓練機会の拡大に向けられた 14）。
　産業セクターにとっての含意と大規模機械・金
属会社の戦略
　手工業者法によるスキル形成の仕組みの形成
は、産業セクターにとってもきわめて重大であっ
た。それは産業企業が職人セクターから相対的に
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安定的な熟練労働者の供給に依存することができ
たことを意味する。ドイツ製造業の手工業ベース
のスキルへの依存は実質的に 1880年代まで続い
たが、その後の数十年で徐々に減少してきた。
　一度徒弟制が終了すると、マスター職人は新人
の訓練生が（ジャーニーマンとして）大企業産業
に消えていくのを喜んでみていたし、このことは
独立したりするよりもよいものとみていた。
　だが、1890年代初頭から、大企業では手工業
仕込みのスキルに不満を持つようになった。手工
業の供給する熟練が産業の必要とする熟練工数に
追いつかなくなってきたことや、手工業が新技術
に対応した能力を養成できなくなってきたからで
ある。
　そこで大規模な機械・金属企業では、企業レベ
ルでスキル形成を内部労働市場に組み入れようと
する戦略に乗り出す動きが出てきた。伝統的に親
方や職人の傍で働くことでの OJT と対照的に、
ドイツの大規模機械生産者は、職場に企業ベース
の徒弟制を制度化することで「合理化」された訓
練を追及しようとしたのである15）。これらの会
社では労働者に住宅、企業が設置した疾病保険、
労働条件の改善、いま勤務している家族からの従
業員の募集と採用政策といったことを行ってい
た16）。要するにドイツの大機械企業はスキル形
成を内部化し、会社のパターナリズムに基づくよ
り広範な生産戦略に組み込むことを追及していた
のだ。
　これらの会社には、しかしながら、訓練された
スキルを認定する能力がないという悩みがあっ
た。手工業者法以降、熟練労働者を認定する唯一
の方法は、手工業会議所を通じたものであったか
らである。
　ドイツの大機械企業はテストと認定の利点を理
解していたし、またそのサービスを統括するには
能力不足であることも認知していた。その結果、
スキル依存的な大企業は、手工業会議所と共同で、
産業セクターでの訓練をモニターし認定するため
の組織体として、技術教育のドイツコミッティ
（DATSCH）17）、ドイツ技術者協会（VDI）、ド
イツ機械製造企業協会（VDMA）などを設立した。
　このように、手工業システムは、ドイツの大機
械企業にとっての決定的な支点たりえたのであ
り、DATSCH などの組織を通じてその後のスキ
ル形成の展開のレールを敷設することとなったの
である。
　政治的連携とシステムの進化
　ワイマール期（1919-1933年。社会民主党のエー
ベルトが初代大統領に選出）は、産業訓練の徒弟
制度の領域という点で実際になされたことはそれ
ほど重要なものではなかったが、後に生じてくる
システムにとって政治的かつ技術的基礎を築くも
のであった。ちなみにイギリスの訓練は、会社間、
労使間での熾烈な競争によりこの時期にはかなり
悪化していた。このような運命にドイツが陥らな
かったのは、手工業者会議所の監督権だけでなく、
組合と VDMA、DATSCH（国家官僚の関心を
引いた）すべてによって、行動が企てられ、職業
訓練改革を追及してきたことによるところが大き
い。
　国家レベルでは、将来の共同を制度化し組織化
するために労働者や使用者を組織することによっ
て ZAG（Zentralarbeitsgemeinschaft。 労 働 組
合と使用者が協調して将来の経済社会政策につい
て議論する委員会）が形成された。ZAG では職
業教育改革の問題も取り上げられた。1921年ま
でに ZAG の社会政策委員会は将来の立法にむけ
て一連のガイドラインを作った。
　ワイマール期の最も重要な展開はスキルの標準
化であった。その主導力は VDMA（ドイツ機械
製造協会。The Association of German Machine 
Builders）――WW Ⅰ間、強力かつ高度な必然
的シフトを経験した――の努力によるところが大
きかった。1923年までには、VDMA は全機械製
造のおよそ 90％を組織するにいたった。これら
の多くの会社は伝統的に地域の職業や技術制度に
依存しており、熟練労働者の企業間異動も多かっ
たので、彼らは一般的なスキルに強く依存してい
た。VDMA によって、スキルの調整だけでなく、
多くのイッシュー（競争を制限し、カルテルを期
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間限定にするなど）について、企業戦略を調整す
ることも可能となったのである。
4-1-2 ドイツにおけるWWⅡ中、戦後までのス
キル形成の経緯と現在の課題
　テーレンはドイツのスキル形成の歴史について
次のように言っている。「政治的発展の最も興味
深い特徴は、先行するパタンを遮断し、劇的な制
度的イノベーションを生起するかのような外生的
ショックに直面しても、制度的配置がしばしば信
じられない強靭さを見せることがあるという点で
ある。ドイツの物語の特徴は、2度にわたる大戦
の敗戦、外国による占拠、ファシズム「への」も
しくは「からの」レジーム変化など、20世紀の
一連の巨大な「断絶点」をくぐってきたにもか
かわらず、職業訓練システムに一貫した強靭な
コア的要素があったことである」（Thelen2004: 
215）。
　国家社会主義下のシステムの進化
　職業訓練はナチが政権取得した後に関心をもっ
た重要な焦点であり、強烈な口論の場でもあった。
その意義と競争は職業訓練がイデオロギーにとっ
ての重要な場としてみられていたこと、またナチ
体制の軍事・経済的野望の制度的支援として見ら
れていたという事実と関わっている。ナチ社会主
義体制は「職業ベース」の能力とこの体制を促進
する世界認識・イデオロギー教化とが結合した訓
練体制を制度化することに注力した。
　国家社会主義体制はドイツ職業訓練に劇的な影
響を及ぼした。ナチ国家は訓練の拡張を統括し、
同様に訓練を経済全体により均一になるように道
具立てを整えた。手工業訓練はかつてよりもより
集権化された統制のもとにおかれた。
　WWⅡ後のドイツ職業訓練
　ドイツの職業訓練システムは、WWⅡ後に戦
前の制度と慣行に直接沿った形で再構築された。
外国の占拠の役割も人が考えたほど決定的ではな
かった。プラントベースの訓練では、使用者主導
の下で伝統的な構造と実践が再生した。
　再建期（1950年代）は、占領下でインフォー
マルに出現した職業訓練の集中と法制化をみた時
期だった。とくに、1953年法と 1956年法は手工
業会議所を公的に承認し、それにプラントベース
の訓練を統括する準公的な権限を付与するもの
だった。
　ドイツの労組はこれらの重要な規制や使用者主
導の会議所に統括機能を置くことに反対したが、
政治的展開は組織労働に重要な制約を課すもの
だった。労組は、職業訓練の時代に（国家の統括
を通じて協働決定権を通じて）より民主的な説明
を出すように圧力を加え続け、1969年には、社
会民主党とキリスト教民主党の大連立政権がつい
に労組が 1919年以来主張してきた国民立法（職
業訓練法 18））を通過させた。この法律は、国家
レベルで三者構成の委員からなるプラントベース
の職業訓練の仕組みを監視するものだった。これ
は労組がフルに参加する会議所システムの上位に
ある公的で包括的なフレームワークを生み出す重
要なイノベーションであり、ドイツの職業訓練シ
ステムを特徴付ける二元的職業訓練システム（い
わゆる訓練のデュアルシステム）もこれまで細分
化された訓練法規のより合わせであったが、こ
の職業訓練法によって明確に統合されたとされ
る19）。
　1970年代以降、コーポラティスト的自己規制
と協調的パートナーシップがドイツの工場内訓練
システムを支えてきたし、1980年代の絶えず変
化する経済環境に継続的に適応することができた
のも、職業訓練内容について労使間での協調的な
関係がベースにあったからである。強い連帯に基
づく会議所と労組と使用者団体の協調的関係は伝
統的に重要な安定のメカニズムとして役立ってき
たのだ。ドイツの使用者団体は全体として個別の
狭い利益よりも調整を通じた共通の利益を得よう
としてきた（Thelen2004: 268）。
　このようにみると、雇用制度のドイツの特徴で
ある「職業資格」概念生成の背後には、ドイツに
おいては労使双方において絶えず個別企業を横断
する組織化もしくは社会化のベクトルが保持され
てきた経緯のあることがわかるであろう。とはい
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スキル形成の独英米日比較
え、ドイツの職業訓練システムも試練に晒されて
いる。最後にその点を指摘しておこう。
4-1-3　1990年以降の動向と課題
　1990年以降のドイツの職業訓練システムの動
向と課題としては、3つのことが指摘できるだろ
う。
　一つ目は、ドイツ職業訓練システムが長い伝統
を有するが故にもつ強固な側面を持つが、他方で
たえざる技術革新と組織の再編成への柔軟な対応
要求との乖離をどう埋めていくかという試練であ
る。「ドイツシステムは、職業資格が伝統的で強
固な職業カテゴリに根差す熟練労働者を育成し
てきたが、しかしそのことが新しいイノベーショ
ンとフレキシブルな製造技術への適応を妨げてい
る」（Thelen2004: 270）。
　二つ目は、ドイツの職業訓練システムに内在す
る課題とされてきた継続教育の弱さの表面化であ
る。「ドイツシステムの長期に及ぶ弱点は、継続
職業教育訓練が未発達だということであり、その
未整備は、初期訓練（若者が若年時に最初の教育
訓練を受ける場のことで、徒弟制はその一つ）監
督、統括、認定で極めて洗練されたシステムを持
つことと著しい対照をなしている」（Thelen2004: 
270）。概してドイツ企業では継続訓練を実施し
ないか、あっても任意である。こうした傾向は、
国際競争の激化の進行に伴い、企業の職業訓練コ
スト負担を回避する行動が目立つようになること
でより顕著になる。
　三つ目は、ドイツの職業訓練システムを機能さ
せる上で欠かせない社会化された連帯主義（これ
は徒弟制や OLM、ひいては社会化された職業資
格のインフラでもあった）の揺らぎであり、とく
に使用者の連帯主義の希薄化（端的に使用者団体
からの離脱）である20）。ドイツの歴史からも明
らかなように使用者は訓練システムの重要なアク
ターであり、その減少は訓練システムの危機につ
ながるのである21）。
4-2	 イギリスのスキル形成――英独比較か
らみた特徴
　つぎに、イギリスであるが、すでに 4-1でドイ
ツのスキル形成の歴史を踏まえたので、ここでは
イギリスの歴史をドイツとの異同という点も意識
しながら言及する。そこで 19世紀及び 20世紀の
徒弟訓練及びスキル形成の展開をみると、英独間
でいくつかの重要な違いがあることが知られよ
う。
　まず、徒弟制への国家の介入という点での差異
があり、国家政策の方向がイギリスとドイツでは
異なった方向を辿った点が挙げられる。ドイツで
は、国家の政策が職人セクターでのスキルのモニ
ターと認定するための制度を法制化したのに対し
て、イギリスでは、徒弟制を直接に規制する国
家政策はなかった。また国家は一方で労働組合の
初期形態である友愛団体を間接的に奨励した 22）。
このことは徒弟制の国家政策の欠如と相まって、
後に労働組合の徒弟制への統制を促すとともに、
使用者との間で長期にわたる対立を引き起こす要
因となったのである。
4-2-1　労働にとっての含意
　徒弟制についての国家政策の不在が労働組合に
とってどのような意味を持つか。すでに注 11で
記したように、イギリスの労使関係では、クラフ
トとは熟練職種のことであり、熟練保有の有無
は、徒弟修業の経験の有無で判断された。つまり
労働市場で一人前の熟練労働者として働くために
は、熟達者つまりマスター（ドイツではマイス
ター、日本では親方）の下で、一定期間徒弟修業
を積んで、一定のスキル要件を満たす必要があっ
たのである。この過程をドイツは国の法律でルー
ル化したのであるが、重要なのは、そうすること
で徒弟がいかなるマスターの下で、いかなる訓練
を受けて、いかなるレベルのスキルを習得したの
かという修了認定（サーティフィケーション）が
特定企業を超えて明確に設定されていたというこ
となのである。したがってこの過程を法でルール
化されていないということは、徒弟がいかなるマ
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スターの下で、いかなる訓練をうけて、いかなる
レベルのスキルを習得したのかを示す公的な認証
が存在しないことを意味する。公的認証の不在は
いくつかの場面で恣意性と曖昧さひいては徒弟訓
練責任の欠如を引き起こす。かかるルールが不在
の状況では、徒弟の受け入れ人数と訓練期間を厳
密に定める（つまり入職規制）ことは、労働力を
市場でできるだけ高く販売したいという労働組合
からみると、可能であるし、また自然な行動のよ
うに思える。ここにイギリスの労働組合のクラフ
ト規制の根幹があり、徒弟制に関与する誘因も結
局はここに起因する。「ドイツでは、職人セクター
への国家政策が独立親方職人と工業熟練労働者の
間の境界線を明確化し、熟練労働者をコントロー
ルしようとして生成した労組の野心を挫いた。そ
れに対して、イギリスでは、マスター（親方）と
ジャーニーマン（イギリスでいう職人）、徒弟と
の境界線は、公的に基準化されておらず、恣意的
でしばしば曖昧なため、多くの点で、初期の労組
を、その地位と物的利害を擁護する手段として、
クラフト規制へと向けさせることになった」のだ
（Thelen2004: 98）。
4-2-2　産業の使用者にとっての含意
　徒弟制をめぐる公的なルールの不在は、労働
組合にとってだけでなく、（スキル依存の大きな）
産業の使用者にとっても大きな意味を持った。前
述のように、ドイツにおいては、工場ベースの訓
練に相互がコミットする品質の問題を調整する
際に認定の役割がいかに重要であるかを我々は
みた。ドイツでは、徒弟と訓練先の親方と間の
交渉と認定プロセスはルール化されたが、ルール
不在のイギリスではこれと類似のメカニズムは生
じなかったし、このことは、徒弟と訓練する使用
者との信頼関係の構築を困難にした。「ドイツで
は、若い労働者を訓練する使用者は、直接訓練の
質に責任を負っている。イギリスではこれに対し
て徒弟契約にサインした使用者は訓練に直接関
与することは極めてまれである。むしろ、その任
務は会社が雇用した親方（ジャーニーマン）に
委譲されている。徒弟の訓練を担当するジャー
ニーマンは追加ペイなしに、また明確な合意なし
に、奉仕する。それゆえ自らの労働時間に訓練す
るインセンティブはほとんど持たないのだった」
（Thelen2004: 101）23）。「多くの場合、フォアマ
ンは単に生産業務を遂行するプレッシャーの下に
あり、徒弟に関心を払うことはあまりに重荷でで
きない」のだった。
　「加えて、イギリスでは、徒弟が一定の職場で
受けた訓練の質を評価するフォーマルな認定と試
験のシステムが欠如していた。あまり訓練を行わ
なかった会社にも制裁の可能性はほとんどなかっ
た。・・少数の『プレミアム付き』か『特権的』
な徒弟はより体系的で包括的な訓練により抜かれ
たが、『普通の』徒弟は単に特定の職業での仕事
に就いただけであった」（Thelen2004: 102）。
　もし使用者が徒弟をよく訓練しなくても制裁が
ないと（また長期間の徒弟期間で低賃金となると、
安価な労働力として搾取する誘因もあるし、実際
に児童労働力として徒弟を酷使するケースもあっ
た）、イギリスの若者も訓練期間をフルに訓練し
ようというインセンティブをなくすだろう。ドイ
ツで認定された「熟練労働者」になるには、若者
は徒弟制を終了し試験にパスしなければならな
い。そうしないと徒弟をうける資格を剥奪される
からである。イギリスでは、スキル認定にはいく
つもの異なった方法がある。徒弟は、ある会社で
インフォーマルな「学び」を通じて職種を「ピッ
クアップ」したり、あるいは単に会社から会社へ
スキル獲得のために移り歩くことも可能なので
あった 24）。
4-2-3　WWⅠ前の徒弟制の改革努力とWWⅡ後
の展開
　イギリスの徒弟制の評価は芳しいものではな
かったが、WWⅠ前までの時期には、多くの自発
結社や慈善団体が徒弟訓練と結びついた問題に取
り組んだのも事実である。
　たとえば、広範な努力を行ったのは、徒弟制と
スキルド雇用協会であった。ロンドンを拠点にし
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たこの組織は 20世紀最初の 10年に活動を開始し
た。1909年までに、国内での団体はロンドンに
7、ほかのグラスゴーやエジンバラを含めて 10を
数えた。これらの団体は、徒弟と使用者を結び付
けよう（そして徒弟へのプレミアム賃金支給など）
としただけでなく、訓練過程をモニターすること
も行った（Thelen2004: 120）。
　使用者にも徒弟制を改善しようとする努力
があった。「イギリスの優良工業企業は最も有
望な若者を採用し工場や訓練プログラムに導
く努力を行っていた。・・WWⅠ前のイギリス
での最も洗練された訓練プログラムの一つは、
Westinghouse 社において開発されたものだっ
た。この会社は、1913年に仕事学校を開設し、
1914年に始業し 100人の少年を面接に基づくプ
ログラムで選抜した。・・少年はこの学校で、算
数からこの会社の要求するスキルに関連した各職
業までの教科へと編入された。・・・これらの実
践と第 1次大戦前の最高の訓練施設の仕組みとい
う点でドイツの大企業の会社によって開発された
それとの間には重要な類似点がある。だが、重要
な違いもあり、概してイギリスの工業企業では訓
練プログラムが大きな階層性をもっていて、しか
も労働の時間外で技術学校に通わせるような措置
があった。多くの会社が徒弟制に異なった『等級』
を取っていた。――いわゆるプレミアム徒弟と『普
通の』徒弟のように。たいていの場合、上記した
より洗練されたプログラムは、少数の会社のリー
ダー候補の徒弟むけのものだった」（Thelen2004: 
123-4）。
　このほか使用者団体のなかには、機械産業使用
者団体（EEF）のように、経営権の裁量性を高
めることと引き換えに労組の徒弟制への規制を緩
和する提案を行った組織もあったが、結局は協約
には至らなかった。「ドイツの企業はワイマール
期に影響力を増していた職業団体（VDMA）を
通じて、製品市場競争と訓練を規制することを調
整したが、イギリスでは会社は使用者団体を通じ
て組織化したが、会社の自律性を擁護するような
ごく限られた議題をめぐって結合しただけであっ
た。・・この一般的パタンは WW Ⅱ以後も続いた」
（Thelen2004: 146-7）。
　1940年代と 50年代には、労働力不足と会社に
訓練投資の誘因を与える政策によって徒弟制は再
燃した。しかしこれらのトレンドは経済的、政治
的条件に依存するもので、持続的なものでなかっ
た。1960年代まで、徒弟制はもがきながら進ん
だ。1964年には、政府は全企業に訓練課金を課
し、徒弟制を規制するための新しい 3者構成を作
り出した（ITB）が、その効果は部分的なものだっ
た。1973年政府は（保守党政権下）、訓練課金の
適用除外を含む再構成を企てた。そのことにもか
かわらず、1970年には訓練の崩壊が予想された
（Thelen2004: 147）。
4-2-4 徒弟制から若年者訓練制度へ――1980年
代以降の徒弟制
　1980年代以降も徒弟制は変化していった。ま
ず大きな潮目の変化としての若年者訓練制度
（Youth Training。以下 YT）がある。サッチャー
政権下で、1983年から若年雇用対策として YT
がスタートしたことが徒弟制から YT へという
流れを作った。70年代中葉以降の若年失業の増
加が目立つようになってきたことがその背景には
ある。「若年訓練は徒弟訓練を通じてという合意
が崩れ、雇用された徒弟から政府支出の訓練生へ」
（稲上 1996 : 231）とでもいえる大きな変化であ
り、このことにより徒弟制度の訓練内容は希釈化
され、使用者のコミットメントはしだいに低下す
るようになった（稲上 1996: 231-2）。もっとも大
企業の中には人材開発に熱心な会社はあるが、だ
が依然として「低熟練の大海に浮かぶ低熟練の島」
（ゴスペル）という構図は変わらないという見方
が強い。そして徒弟制が良好に機能しない背景に
は密漁行為抑制的な制度的インフラの欠如（稲上
1996: 244）がある。なかでも文脈上、協調的な
労使関係の未形成を指摘しておかねばならない。
　徒弟制度現代化の試み――1990年代の徒弟制
　その後 1990年代において注目すべきは徒弟制
度現代化の試みである。「1995年から本格的に
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実施されるようなった現代的徒弟制（Modern 
Apprenticeship。以下 MA）は、NVQ の枠組み
の下で徒弟制度を現代化しようとする」もので
あった（上田 2007: 225）。
　MA の制度的仕組みは、義務教育終了後、職
業ルートを選択した若年者（使用者は教育資格の
高いものを希望する傾向があるので、年齢には幅
がある）を対象に、NVQ レベル 3以上の達成を
目標に設計されている。MA が NVQ の下で実施
されるというのは、訓練の達成目標としてのレベ
ルがイギリスの職業資格の全国システムである
NVQ とリンクしているからである。NVQ 実施
には、様々な職業資格を一つの全国的なフレーム
の中に位置づけ「コード化」し、それにより職業
資格の個別企業を超えた社会性、横断性を高めて
職業別労働市場の機能を活性化しようとする政策
的な意図があったとされる（上田 2007: 225）。
　しかし職業別労働市場機能活性化には、使用者
及び労働組合の横断的な組織を必要とする。とこ
ろが、使用者団体や全国的労働組合といった横断
的な諸組織は衰退しつつあり、後に触れるように
産業別全国交渉をはじめとする労使関係の対立点
は次第に企業レベルにおりつつある。つまり集権
的労使関係の企業内労使関係へのシフトである。
　MA がそうした企業内労使関係つまり内部化
した労使関係のなかに埋め込まれることになる
と、二つの方向がありうる。一つは NVQ や MA
が体系的で継続的な訓練を企業内に組織している
踏み石になりさらなるキャリア展開型の訓練を支
える準拠点になっていく方向であり、いま一つは
横断的組織衰退の下で内部化された労使関係制度
との接合に失敗し、使用者の機会主義を統制でき
ずに「低熟練均衡」が固定化していく方向である
（上田 2007: 233）。このように MA においても、
それがうまく機能していくかどうかは予断を許さ
ないものとなっており、懸念材料はやはり協調的
労使関係の未形成という点にある。
　労組の職域規制の名残としてのジョブ型
　このように、徒弟制は 80年代以降も変化して
きたが、こうした徒弟制の地盤の脆弱さは、結局
は対立的な労使関係に起因する。文脈上見落とし
てはいけないのは、労働組合による職務規制を含
む職場の制限的労働慣行である。
　濱口は、アメリカでの職務内容の「限定」を特
徴とする「ジョッブ」とは対照的に、イギリスの
クラフトの「無限定」――経営の介入を許さな
い「管理の不在」――を置いて説明し、それが
戦後になってもなお生き残ったとしている（濱
口 2018: 7）。イギリスの使用者における「管理
の不在」を指摘する岡山（1997: 124）は記してい
る。19世紀末から第 1次大戦にかけて国際競争力
の高かった造船業における「ボイラー製造組合」
（1834年 14人のボイラー製造工によってマンチェ
スターで結成され、その後 1906年には 5万人を
超える当時もっとも大きなクラフトユニオンの一
つにまで拡大した）では、「身軽な管理機能」、「第
一線監督者への生産・労務の管理機能の委任」、「能
率刺激策としての作業請負、出来高賃金制度の選
好」、そして必要な時にトレイズマンを雇うよう
な「熟練技能型管理」が定立していた。かかる事
態は「経営側によるマネジメント機能の放却」を
指しており、直接的管理を放棄した自動車産業で
も同様の傾向が見られたと。
　労働力調達や技能形成、労働条件設定に関する
労使交渉という分野において「内部化」の進展が
緩慢で「外部化」の程度が大きかったイギリス企
業の人的資源管理は、19世紀中葉から末葉期に
かけて形成されたがその後、幾多の動揺を経なが
ら枠組みの基本的在り方は 1960年代まで変容し
なかった（岡山 1997:124）。1968年のドノヴァ
ン委員会報告（労働組合と使用者団体に関する王
立委員会）はかかる事態を背景にしている25）。
　こうした「管理不在」の上に立つ労組の制限的
労働慣行は 1970年代においてもなお根強く存続
していたとみるべきであろう。主として 1970年
代のイギリス鉄鋼業の職場の労働組合規制を克明
に調べ上げた調査（石田光男執筆）は指摘する。「観
察した労働組合の職場レベルの規制力の強さ 26）
は、なるほどこの国の労働組合の強靭さを例証す
るものではあるが、しかしその強靭さは経営の在
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り方と無関係に存在するものではない。それは経
営の脆弱性の上に立つ強靭性であるかもしれな
い」。「経営の無為ともいうべき管理思想のあり方
は、組合支部の『強い』規制力と表裏の関係をな
している」戸塚・兵藤・菊池・石田（1988 : 157-
165）。
　だが、こうした労組の制限的労働慣行も市場競
争力を削ぐものとして批判に晒される。とりわ
け 1980年代のサッチャーリズムの反組合政策に
より抑圧され、変質を余儀なくされる。この点に
ついて稲上（1990）は、「伝統的」労使関係の復
古強化されることは考えられず、むしろ「企業内
労使関係の成熟化」の方向に向かうとしている。
上田（2007）もまた稲上（1990）を踏まえつつ、
イギリスの伝統的な集団主義が国際競争に晒され
るとともに、人的資源管理に代表される人材開発
主義や労働者参加の理念が台頭するなかで、いく
つかの可能性に触れ、開発主義の理念を使用者と
共有しつつもユニオニズムや集団主義を保持する
形としての「企業内労使関係の成熟化」に向かう
のか、ユニオニズムや集団主義を保持しない「独
り立ちした HRM」（つまりノンユニオニズム）
に向かうか、開発主義も集団主義もない「制度的
労使関係の終焉」に陥るのか、を検討している。
その結果、「企業内労使関係の成熟化」であろう
としている。そこでは、ジョブコントロールや制
限的労働慣行は競争力を削ぐものとして忌避さ
れ、代わりにフレキシブルな労働力の活用・配置
やジョブやトレードの境界線をより柔軟なものに
しようとする動きが出てくる。
　しかし稲上（1990: 200-1）が推察しているよ
うに、こうした「伝統的なものの衰退」や「企業
内労使関係の成熟化」といっても「不用意に「日
本的」なるものへの収斂とイメージしてはいけな
い」。その意味では、伝統的労使関係のなかの対
立性が完全に消滅したとは言えず、またジョブ型
の希薄化がそのままメンバーシップ型に代わった
ともいえないだろう。またもとよりドイツのよう
な職業型になったともいえない。
　このようにイギリスでは、徒弟制は衰退しつつ
も形を変えて生き残り（ここに「弱いOLM」の
根拠がある）、スキルをめぐる労使間での協調的
関係はついに形成されることはなかった（ここに
低熟練均衡の根拠がある）。ジョブテリトリ （ー職
域トレード）ルールは労組によるクラフト規制の
名残であり、その意味で職域トレードは労組によ
る使用者の機会主義を排除する長期にわたる模索
の結果とみなせよう。そうするとジョブ型は、そ
うしたジョブテリトリールールの痕跡としてみな
すことが可能なのではないだろうか。
4-3	 アメリカのスキル形成――米英日比較
からみた特徴
　他国との比較でアメリカの特徴を簡潔に要約す
ると、次のようになるだろう。すなわち、ドイツ
では、徒弟制度のスキル認定を法制化した。イギ
リスでは労使がスキル統制をめぐって対立した。
（後述する）日本は、労使が熟練労働者の労働移
動を抑制し定着をはかろうとしていた。ところが
アメリカの関心は生産体制を標準化、合理化し、
できるだけスキルへの依存を低下させることに
あった。
4-3-1　初期アメリカのスキル形成
　アメリカのスキル形成及び徒弟制を考察する上
で重要な事実は、英独でみられたギルドの伝統が
なかったことである。アメリカでは、徒弟制は植
民地統治局によって執行されており、市民教育や
キリスト教徒の道徳とより結びついていた。植民
地法ではマスターは職業訓練だけでなく一般教養
（読み書き）の指導を行う。そして徒弟制は若者（と
くに貧しい家庭出身の若者）をよき市民にすべく
キリスト教徒の価値観を教化するためのプロジェ
クトの一部であった。ドイツのような手工業団体
によって滋養されたアイデンティティやイギリス
のようにクラフトユニオンによって滋養されたア
イデンティティを、アメリカで構築し維持するこ
とは困難なのであった。かくして、アメリカでの
徒弟制は、イギリスよりも規制がない状態に置か
れていた。
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　アメリカが産業化の初期段階で依存したスキル
の大半は、ドイツやイギリスのように国内で形成
したものではなく、移民を通じて使用者に供給さ
れたのである。
　労働にとっての含意
　クラフト的伝統を持って欧州諸国から流入した
移民の多くは、都市に定着したが、そこが労働者
の組織化の基盤ともなった。職人団体の多くはこ
の時期、欧州のクラフト労組と類似の組織を形成
したが、人種の多様性という違いもあった。「労
働者が、生活改善努力を他者と行うとき、集団の
基礎となったのは人種であった」（Thelen2004: 
181）。アメリカの労働組合はこの人種の違いを
超えて組織化を行う必要があったことからもわか
るように労働組合の組織化活動は逆風に晒されて
いた。それは例えばアメリカの組織率が、イギリ
スと比べてはるかに低率であったことに表れて
いる。「19世紀最後の 30年間、工業労働者の組
織化率はアメリカで 10％を下回っていたが、イ
ギリスの ASE は 50％程度の技術者（多くは熟
練フィッター）を組織していた。」（Thelen2004: 
181）。
　アメリカの労働組合は財政的にも組織的にもの
限られた資源しか与えられていなかったので、ク
ラフト統制を行うということは困難を伴うもので
あったのだ。
　産業にとっての含意
　伝統的にドイツやツンフトやインヌンクといっ
た同業者組織、イギリスにはギルドの伝統があり、
マイスターやマスター、職人、徒弟という身分序
列に基づいたスキルの継承がなされていた。つま
り伝統的な手工業セクターのスキルの蓄積があっ
た。これに対して、ギルドの伝統のないアメリカ
の産業セクターの使用者は、既存スキルの蓄積の
ない状態から出発することとなった。1850年代
から 1880年代にかけて機械などのスキル依存産
業は移民のクラフトマンに大きく依存してきた。
　このころの職場配置は会社や産業によって多様
であった。一方で独立熟練労働者が、子分のため
に特定の仕事について契約するような配置があっ
た（日本の親方システムに類似）。他方で、熟練
労働者集団が直接会社に雇用され、組織されてい
るより平等な「ギャングシステム」もあった（イ
ギリスのクラフトユニオンに類似）。これらのシ
ステムは使用者が特定の訓練様式をとる際に重要
な機能を果たした（Jacoby1985＝ 1994: 14-5）。
初期産業期、多くの機械金属企業によるスキル保
障と訓練提供の戦略は内部請負制であった。スキ
ル集約的産業にとって、内部請負制は多くの利点
を提供した。とりわけ 19世紀のスキル不足期は、
スキル依存企業の使用者は効率的で金のかからな
い方法として、外国語を話す熟練労働者に採用や
日々の生産業務の管理を任せることを見つけた。
内部契約はスキル形成にバイタルな機能を発揮し
た。これらの熟練労働者を雇用し徒弟を訓練して
くれたので。労働組織と職務範囲を統制すること
で、彼らは誰がどんなスキルを獲得するのかを決
定することができた（Thelen2004:187-8）。かか
る熟練労働者層に初期の AFL（アメリカ労働総
同盟）の核となる基盤を見出すことができる。
　だが 1880年代までには、変化の波が生産管理
への職長や熟練労働者の力を浸食しはじめた。電
機、化学といった新興産業ではもとより、鉄鋼の
ような旧来の産業でも職人の熟練が生産にとって
必須でないところまで機械化が進んできたのだ。
生産に関する決定の大部分が技術者のものになっ
た。こうして合理化や機械化にともなう「熟練の
解体」、もしくは「トレードからジョッブへの移
行」と呼ばれる現象が徐々に進行していったので
ある。
　イギリスでは、徒弟制はクラフト労組と使用者
との間の闘争としてとらえられた。アメリカで
は、早くから熟練クラフトに依存する伝統的訓練
配置と使用者の合理化努力との間に軋みが生じつ
つあったのである。しかしながら、アメリカでは、
スキル依存を低減させるための生産の合理化への
動きは、イギリスよりもはるかに進んでいた。伝
統的なスキルの蓄積が乏しく、同時に広大な製品
市場と労働市場を有するアメリカの使用者にとっ
ては、スキルに依存するのではなくスキルへの依
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存をできるだけ低減させる方法を考案するのが得
策だったのだ。熟練労働者の不足はアメリカの製
造業者に早くからスキル代替技術をみつけるイン
センティブを提供したのであった（Thelen2004: 
185）。
　もっともこうしたなかでも WWⅠ前には、ア
メリカの大企業の中に、自前で企業内学校を設置
し、熟練労働者のスキル形成を図ろうとする動き
もあった。フォード、GE、ウエスティングハウ
スなどがよく知られている。関口（2014）はこ
のころの GE での工場徒弟制の仕組みについて紹
介している27）。1913年には企業ベースの訓練を
もつ主要な企業は NACS（全国企業立学校協会）
を設置した。しかしながら、徒弟に訓練期間を終
了しようとさせる効果的な誘因は、個別企業を超
えた労働市場で通用性のある認証を行うことであ
るが、このためのスキームは欠如していたので、
多くの会社は自前で訓練終了の会社認定証を発行
しなければならなかった。このことにより多くの
会社では依然として引き抜きという問題を経験し
ていた28）。
4-3-2　WWⅠ間と後の訓練政策
　徒弟訓練をめぐる労使の集合問題の解決、つま
り個々の企業でのスキルの密漁を防ぐ相互信頼を
もとにした協調関係の構築は、アメリカでは依然
として未確立であった。だがこの時期はなにより
戦時生産と労働者の不足という事態が、クラフト
労組の再活性化と労組の戦闘性の再生へと導い
た。
　この時期、クラフト労組は何を要求したのか？
彼らが求めたものは物的便益――労働時間短縮、
長期休暇、賃上げだったが、戦闘的労組が強く要
求したのは、体系的で平等な処遇を可能とする格
付け制度（クラシフィケーション）だった。これ
をめぐって 1917年には、機械工たちによる大規
模な争議も起こった。格付け制度とは、労働者の
大きなグループごとに標準賃率を確立し、労働者
を共通の賃金という枠内に一緒にすることによっ
て労働組合の交渉力を高めようとしたものである
（ジャコービィ 1985=1994: 190-91）。かかる要求
はのちに確立されるジョブコントロールの中心に
位置するものである。これは出来高制の刺激効果
や職長の恣意性排除につながるものであるため、
使用者は激しく抵抗した 29）。
　その後、欧州からの熟練労働者が枯渇してくる
と、焦点は新規に採用された移民をねらいとした
「入口訓練」が設計された。それは科学的管理法
の影響を受けた「生産管理の原理」に依拠したシ
ステムだった。伝統的徒弟訓練のように、一つの
職種を一定期間、親方について訓練をうけるとい
う形式のものではなかった。むしろ入口訓練は労
働者を、単一の特化したジョッブ作業を手っ取り
早く訓練するように設計されたものだった。訓練
期間は 3日からせいぜい 10日といったものだっ
た（Thelen2004: 204）。いわゆる科学的管理法
としてのテイラーリズムにおける導入部分の習得
といってよい。ドイツと比べて、ドイツの機械産
業は、1920年代、工場内スキル開発をより体系
的に均一に実施したが、アメリカでは工場内スキ
ルの訓練は単純化して、代わりに「人事とりわけ
広範な学卒監督者やホワイトカラーの採用、選抜」
を強調した。
　1920年代には、日本の大企業では、会社での
人材の体系的育成がスキル開発とリンクした形で
若い熟練労働者とマネージャーの連携を図りつつ
あった。アメリカでは、戦前は人事部門が合理化
と集権的な人事政策を推進し、戦後になるとトッ
プが職務分類（内部キャリアラダーの基礎となる）
に注目した。
　概して昇進の決定は成果に基づいていたし、
フォーマルな評価制度を持つ会社はほとんどな
かった。フォアマンはどの労働者を開発するかを
決めるに際して重要な役割を担っていた。フォア
マンが命令し続けた残余権力――レイオフ、移動、
解雇する労働者の推薦、残業機会の配分の指示、
出来高の配分指示など――は極めて重要だった。
　このシステムでは、職務配置に関するフォア
マンの権力は、労働者の賃金にとって真に決定
的だった。ジャコービィが強調しているように、
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1920年代の人事政策の変化にもかかわらず、フォ
アマンの権力は決して消滅してはいなかった。と
くに昇進の決定は体系的な職務分析に基づいてで
はなく、フォアマンの判断でなされた 30）。
　日本では 1920年代、労働者の賃金は労働者に
緊密に結びついていた。このことは会社に労働者
のスキルへの投資に誘因を与える。このことは労
働者に特殊スキルの訓練に「安心」を与える。つ
まりこの先会社に長く勤務すると昇進できるとい
う見通しがあった。これに対してアメリカでは、
賃金は出来高であり、労働者の賃金は、労働者自
身の性格によってではなく、かれがなしている仕
事によって決定されていた。さらには、会社での
昇進は不透明であり、恣意的な評価によるもの
だった。昇進と賃金とのリンクはとりわけ乏しい
ものだった。
　同じことは生産の仕事から生産の仕事への移動
だけでなく、監督者への昇進についても当ては
まった。日本では、フォアマンになる傾向にあっ
た労働者は最もスキルのあるものでブルーカラー
を経験した者だった。これに対してアメリカでは、
フォアマンは「配下の労働者をあおって駆り立て
で成果を上げて」なるものだった。日本とアメリ
カの使用者がフォアマンに与えた役割の違いは大
きなものだった。
4-3-3　労働組合運動による恣意性排除
　こうした職長及び経営側の恣意性排除として
労組の対応は重要である。「労働組合運動は、職
長の勝手気ままな権力行使への抑止を助け、・・
厳格な規則や公正な手続きで仕事の配分をする
道を開いたのである」（ジャコービィ 1985-1994: 
50）。19世紀末のアメリカ労働総同盟（AFL）は
熟練労働者の利益を追及する職種別労組（トレー
ドユニオン）だったが、アメリカの労使関係は、
1930年代に転換を遂げ、いわゆるニューディー
ル型労働政策が形成されていく31）。1930年代の
産別会議（CIO）は企業の管理単位としての職
務を前提に、先任権ルールによる解雇、一時解
雇、再雇用、配置、昇進の規則を目指した（濱
口 2018: 7）。これがジョブコントロールユニオニ
ズムである32）。ジョブコントロールユニオニズ
ム（職務規制型組合主義）の確立は、自動車産業
の GM と全米自動車労組（UAW）との間に締結
された労働協約（1948年）にあるとされている。
ここで、労働組合は企業側の経営権を認め、賃金・
労働条件のみを団体交渉で決定する一方で、細か
な職務分類に基づく職務割り当てを厳密な先任権
ルールで行うことになる。（濱口 2013b: 113）。
　スキルへの依存を合理化や機械化によって低め
ようとするアメリカでは、労働組合は、フォアマ
ンの恣意性を排除しながら、「内部労働市場の統
制を追及し、単純化され、標準化され、厳密に定
義されたジョブによって規定された階層内での先
任権ルールなどのマギレのないルールを確立する
ことに最大の関心」（Thelen2004: 212）が寄せ
られたのである33）。
4-4	 日本のスキル形成――日独比較からみ
た特徴
　日本もドイツと同じように安定したスキル形成
のシステムを発達させたが、それはドイツとは全
く異なった制度的配置によって支えられたもので
あった。両国のシステムとも「高熟練均衡」を体
現したものとして性格付けられ、研究者の多くは
日本の戦後の成功はこのシステムによるものと
みてきた。ドイツの幅広い使用者団体と労組に
よる強い「コーポラティスト的」性格を持つ職業
訓練システムは、熟練形成の「集団的」解決への
典型的なアプローチである。テーレンはこれを連
帯主義という。日本はこれに対して、包括的な人
事政策と強く結びついた広範な企業ベースの訓練
システムとしてみることができる（Thelen2004: 
149）。ゆえにテーレンはこれを「企業単位の塊
主義＝セグメンタリズム」と呼んでいる。
　以下では、日本が高熟練均衡の国でありながら、
セグメンタリズムの国になった背景として、スキ
ル形成の過程における企業レベルでの労使協調路
線の確立をはかりながらも、スキルについての
国家規制がなく（ここにドイツとの差異がある）、
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職業別労働組合＝クラフト労働組合によるスキル
規制の伝統もなかった（ここにイギリスやアメリ
カとの差異がある）ことに着目する。
4-4-1　国家の役割と日本の職人層の運命
　既にみたように、ドイツでは、スキル形成の国
家システムの法――1897年手工業者法――が立
法化され、職人セクターを保護する制度が確立し
た。日本の初期産業化段階においては、職人セク
ターは組織されていなかった。またドイツにみら
れたスキル政策の推進にとって追い風となった社
会民主主義的労働運動も政治的動機もなかった。
　ドイツと日本が分岐するのは、初期産業化段階
での国家の職人セクターへのスタンスであり、日
本の国家はドイツとちがって未組織状態に置かれ
た職人セクターに向き合うこととなった。また
19世紀後半の日本の労働運動は弱く、ドイツで
の組織化された労働運動は日本では未成熟であっ
た。
　ドイツでは国家政策として手工業セクターの組
織化と近代化を促進したが、日本の明治政府は伝
統的な手工業の職人セクターを近代化の阻害要因
とみなしていた。端的にいって在来の伝統職人の
技能分野は産業化推進に必要な金属・機械関係の
スキルの蓄積に乏しかったのである34）。そこで
明治政府は、富国強兵並びに殖産興業政策の推進
のために、欧米から進んだ技術と知識を導入しな
がら、官営の八幡製鉄所や軍工廠（横須賀や呉な
どの造船所）を設立した。技術と知識の導入に際
しては、外国からの「お雇い」の外国人技師と職
人を高い処遇で迎え 35）、国内の職人や職工層に
技能を伝授した。技能の技能伝習制である（隅谷
1970）36）。そしてそれが、その後民間セクターの
スキル依存の金属・機械関係の企業にも普及して
いくこととなった。
　ドイツでは職人セクターの職人と産業セクター
との間でスキル認証をめぐる国家レベルでの葛
藤と対立があったが、日本では、協調的労使関
係の下での労務管理と親方職人との葛藤と対立
という形でそれが企業レベルで生じたのであっ
た。ここにスキルの集合問題解決のドイツ的対応
としての連帯主義と日本的対応としてのセグメ
ンタリズムの大きな分岐点があるといえるだろう
（Thelen2004: 150）。
　日本の伝統的職人は初期産業化のスキル形成に
際して重要な役割を果たした。官民ともに日本の
工場での訓練は、伝統的な親方徒弟（欧米でいう
マスターとアプレンティス）関係に基づいていた。
日本の親方は重要な役割を果たし、職場での広範
な裁量を行使した。
　日本史学的には徒弟制とは「封建的な手工業労
働組織に結合された一つの社会規範」である。日
本の徒弟制の成立は、封建的手工業労働組織を
前提にした「親方―手伝い・職人層―徒弟層とい
う縦の関係」形成に加えて「親方層の横の組織と
しての座から仲間への移行期」、つまり 17世紀初
頭に求められるとされる（遠藤 1985: 131-149）。
10世紀から 16世紀（安土桃山時代）を経て 17
世紀（江戸時代）にかけて封建領主は、これまで
の荘園領主に支配された座の打倒と職人層の座に
代わる新たな組織として仲間の結成を促した（楽
市楽座がその具現）。親方層が加入する仲間は加
入組合員の人数を制限して自由競争における利潤
低下を防止するとともに、組合員の抱え持つ親方
―徒弟層に対する領掌関係を仲間の掟書の規定と
して社会的規範としての徒弟制を整備する必要が
あったのである。しかしながら、明治維新以降、
殖産興業の進行下でも職人徒弟関係は維持された
ものの、国家による法的保護があったわけではな
く、19世紀から 20世紀の急速な産業化に伴い、
親方徒弟制は次第に弛緩し、雇用労働者として資
本制生産機構の下に吸収されてゆくこととなる。
　明治維新後の親方職人層の行方は、大きく分け
ると次の 4つに分類される。（1）ほぼ従来の伝統
に従い、職人（＝手工業者）としての道を歩き続
ける者、（2）工場制工業の導入に伴い、工場側
の需要に応じて工場労働者に転化する者37）、（3）
全く新しい商品サービスの製造・販売のために旧
来の職人的生産方式を採用する者、（4）急速に没
落していく者である（尾高 1993: 52）。
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4-4-2　労働にとっての含意
　親方は 19世紀後半の日本の労働者階級の中で
貴族層といってよかった。親方は生成する産業セ
クターで多様な役割を担っていた。だがドイツと
違って、彼らは集団的組織的な基盤を持たなかっ
た。また日本の親方職人層は、同職種の職人層の
結び付きを法が許容するようなイギリスの状況と
も異なっていた（注 11に記したように 1563年職
人規制法の徒弟諸条項では、入職規制を正当化す
る法的根拠が認められていた）。こうした文脈で
は日本の親方職人には制約が多く、産業化初期段
階では、彼らは産業セクターを「渡り職人」とし
て労働移動し、自らの技能を売りながら活動する
傾向があったのである（Thelen2004: 156）。
　「第 1次世界大戦前夜でも、高い労働移動率が
依然として労働問題の中心であり続けた。対戦が
始まり好況になると、渡り職工の移動熱はさらに
高まった。頻繁な転職が全国的に報じられてい
た。ほとんどの産業で第 1次世界大戦中の年間労
働移動率は、約 75％であった。・・芝浦製作所で
は 1900年から 1910年にかけて一般職工に向け
て長期勤続奨励策を導入したにもかかわらず、日
露戦争中の移動率は年 90％を超えた」（ゴードン
2012: 93）。事情は中小企業も同じだった。M 鍛
造では 1939年 6月から 40年 4月末までの間に 43
名が入社したが、そのうち 21名が退社した38）。
　また明治期の会社は、広いマネジメント機能（例
えば採用、解雇、評価）を彼らに委譲した。大企
業でも未だマネジメント能力が欠けていたので、
親方の労働者管理の基本方法に依存することが多
かった（Thelen2004: 157）。すでに述べたように
日本は、工業化の過程で国外から技師と職工を招
聘したが、多くは明治中期までに任を解かれてい
たわけで、その後の役割を親方職人が担ったケー
スが多かった。生産工程を取り仕切る期間工は不
足し、経営者も実業学校や職工学校出の期間工で
も、生産現場における技能の実態や生産の段取り、
職場管理のノウハウに通じていたわけではなかっ
た。「このような事情のゆえに、生産現場の統率
者としての職人や職人的職工に期待されるところ
は工業化の初期段階ではとりわけ大きかった」の
である（尾高 1993: 91）。
　いまひとつ、この時期の日本のスキル形成の歴
史を考察する上で欠かせないのが労働組合運動で
ある。既述のように日本にはイギリスのような職
業別労組としてのクラフト労働組合は形成されな
かった。当時、労働者は、教育もなく、昇進の見
込みのないまま置き去りにされていたが、重要な
のは、1890年代に職能別でなく職場や工場別に
組合を組織していたことである。例えば日本最初
の労働組合とされる鉄工組合は自らを職業別労組
と称していたが、職場や工場単位で組織されたゆ
るやかな連合体だった。日本では、「強力な職能
別組合を形成した船大工でさえ、横浜と東京の間
の交流は限られ非公式なものだった。親方労働者
も渡り職人も、技能伝習や入職規制に関しなんの
権限もなかった」（ゴードン 2012: 51）。日本の労
働組合が職業別労働組合にならないのは、「独特
なタテ社会の影響・・と考えるよりも、徳川時代
の職人社会の性格と結びつけて理解されるべきで
ある」（ゴードン 2012: 494）。
　事実、江戸時代には、同業者組織であるギルド
形成を禁じた国家政策があり、これが職人のネッ
トワーク形成を阻害したことが指摘できる。クラ
フト労組が欧米に形成されて、日本に形成されな
かったのは歴史的背景がある。すなわち、日本の
近世都市が、ギルドのような職能団体の代表者
でなく地縁的な結合であること、商工業者のヨコ
の連合は否定されたこと、領主御用を負担する役
として上から設定されたものであること――これ
らのことから欧州のギルドのような自律的・自治
的な商工業者の組織が存在しなかったことが指摘
されている（二村 1987: 84-5）。ちなみに日本に
も西欧のギルドにあたる商工業者の間で結成され
た職能別組合として 10世紀から 16世紀には座が
あった。しかしギルドにみられた親方加入の規制
力は座にはなく、また 16世紀から 17世紀には仲
間が形成されたが、仲間には仲間加入の組合員の
人数制限があったものの、それほど厳格なもので
はなかったとされる（二村 2001: 23-6）39）。
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　今一つ重要なのは、明治維新後、国家が職業別
労働組合の制度化を抑圧したことである。19世
紀後半には、アメリカの AFL の線に沿ってクラ
フト労組形成のいくつかの試みがなされた時期も
あったが、これらは抑圧された。鉄工組合（1897年）
の結成を皮切りに、鉄道矯正会（1898年）、活版
工組合（1899年）などが労働保護法の制定、労
働者の社会的地位の向上を求めて結成されたが、
政府の融和的政策から（組合員の解雇や集会禁止
などの）禁圧的政策への転換により急速に衰退し、
消滅していった 40）。かかる政治的制約に直面し
て、親方は、労働移動を通じて自らの運命を改善
していく戦略に転換したのだった（Thelen2004: 
158）。
4-4-3　産業にとっての含意
　初期産業期、日本企業が直面する最重要問題は
労働力不足、労働移動そして密漁であった。この
歴史的分岐点で、ドイツの機械金属産業の企業は
スキル認定権限を固めつつあり、イギリスではマ
ネジメントコントロールを主張することに躊躇し
始めていたが、日本では、労働移動の統制に労力
を割いていた。
　親方システムは、初期産業期の機械金属産業へ
の熟練労働者の提供を最低限満たしていたかもし
れないが、労働移動は依然高く、親方システムは
それを促進していた。それは工場ベースの訓練シ
ステムを内包していたけれども、このシステムは
安定したセグメンタリズム、すなわち安定した内
部労働市場を生み出してはいなかった。加えて、
徒弟訓練を規制する法的仕組みはなかったから、
訓練生の労働移動を抑制するものはなかった。こ
の当時訓練システムは工場ベースだったが、しか
しそれはとても流動的な下請け関係に埋め込まれ
ていたから、スキルは高度にポータブルであった。
さらにドイツとちがって、日本では徒弟が公的な
訓練期間が終了するまでとどまるインセンティブ
をもたなかった。かくして機械金属産業では、「多
くの徒弟が徒弟制の期間を短縮し、独立した親方
として世界に飛び立っていった」。仕事の変化は
徒弟に新しい機会にさらすことになり、移動は
様々なタイプの仕事を経験することでスキルを開
発するさいに有益なものと考えられていた。ドイ
ツのように、19世紀末の金属産業の急成長はま
すます洗練されたスキルの需要を生み出した。そ
の結果、熟練労働者をめぐる競争は過熱した。
　かくして、労働移動は日本の機械金属産業の最
大の問題になった。1900年代には、経営側と個
人の双方を通じて、労働移動を抑制する試みが行
われてきたが、概してかかる取組は問題の解決に
はならなかった。国家は製品市場を規制するカル
テルの慣行には支援的だったが、労働移動の制限
には積極的ではなかった。また伝統的な企業は労
働移動規制を求めたが、新興産業は自由に移動す
る労働者を求めた。
4-4-4　大金属企業の戦略
　熟練労働者をめぐる企業間の熾烈な競争は、親
方システムの利害関係に関わるものであった。日
本の場合、親方の権力はドイツのように集団的・
政治的な権力や特権に由来するのではなく、もっ
ぱら熟練工のスキル不足に依存していたのであ
る。既述のように、ドイツでは、親方セクターと
産業セクターとの間で緊張が生じ、それが国家―
政治的レベルで取引された。だが、日本ではその
緊張は個々の親方と企業との間で生じ、それがプ
ラントレベルで取引されることになった背景には
かかる事情がある。
　もっとも民間金属企業の中には、熟練労働者の
不足と労働移動を政府主導の戦略で解決しようと
するところがあった。そこでは自前の会社ベース
の訓練学校を制定し見習工を養成した。最初の
企業養成学校は 1900年設立の三菱工業養成学校
だった。統計によると、1911年までに 10もの大
企業の養成学校が設立された。これらの学校では
OJT と教室指導を組み合わせていた。訓練期間
は最低 3年で、訓練終了後はその工場に留まり熟
練工として就労することが期待された。
　しかしながら、労働者がより多くのスキルを獲
得すればするほど、ほかの会社によって採用さ
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れ、これらの労働者を協定などで否定すること
はできなかった。1908年の芝浦についていうと、
「会社は教育システムをつくったが、要求された
年数を完了しないで、会社を去る労働者がいた」
（ゴードン 2012: 81）。三菱訓練学校は 1904年
から 1909年にかけて 400人以上の入学者がいた
が、訓練終了まで残っていたのは半数以下であっ
たし、3年後に会社に雇用されたのは全入学者の
19％であった。工場調査報告によると、1919年、
日本の機械産業の離職率は 75％を記録した。国
の同年の統計では、30万人の機械産業労働者の
うち勤続年数 5年以上者はわずか 11％であった
（ゴードン 2012: 93）。
　こうした激しい労働移動を背景に、日本の企業
はその後、内部労働市場の安定化を求める方向に
向かうことになったのである。
4-4-5　日本のマネジメントシステムの進化
　WWⅠをはさんで日本の産業と政治が再編成
されていくが、そのことが日本の職業訓練システ
ムの進化に大きな影響を及ぼした。労使間の連携
が（ドイツのように）国家的社会的レベルでなく、
個々の企業でのプラントレベルで促進され、WW
Ⅰ後、日本の訓練レジームはセグメンタリスト的
軌跡にそって押し出されていくこととなったので
ある。
　労働市場の自由化と大企業での継続雇用に抵抗
したもう一つの要因は、労働組合運動であった。
ドイツやイギリスと比べて日本の労組は弱く、断
片化され、WWⅠ前の全労働者の組織率は 10％
未満であった。組織率は全般的に低かったが、機
械金属では組織化が進みつつあった。しかしなが
ら、イギリスと違って、日本はクラフトコントロー
ルをめぐった戦略を組織化せず、既存の工場内で
の影響力行使をめぐって組織化した 41）。ゴード
ンが指摘するように、労働組合の要求は、会社共
同体の成員（メンバーシップ）として認知しても
らうことにあったのだ 42）。
　日英間のこの重要な違いは、日本的文脈で生じ
た使用者、労働組合及び親方間での独特な利害関
係に基づく連携のありようを理解する上で重要で
ある。端的にいうと、日本の使用者と労働組合は、
親方・職人（「一代目」熟練労働者）と対峙する
ために手を握り、協調的関係を構築したのであ
る43）。旧来の独立親方は労働者を訓練する責任
者だったので、長期間のスキル不足は親方の工場
内での権力保持に寄与した。しかし彼らのスキル
は、新技術導入とともに、次第に時代遅れのもの
となった。企業の訓練校を卒業した若い熟練労働
者が入社し、職場で重要な役割を担うようになっ
てきた。そこで企業は、新卒の養成工を採用し、
旧来の「渡り職人」から遠ざけながら、若手養成
工（「二代目」熟練労働者）に労務管理を受容さ
せていく方針をとった 44）。新規学卒採用は今で
も欧米ではみなれない日本独特の慣行であること
はすでに本稿の 2でみたが、この慣行の起点には、
新卒の養成工採用は急な技術革新への対応の他に
も、渡り職人とのつながりを断つこともあったこ
とは注目されてよい45）。
　そればかりではない。労務管理の構築は親方の
間接管理から会社による直接管理への移行を意味
するので、労と使が「手を握った」関係とは労使
協調が構築された関係とみてよい。使用者は「二
代目」に労務管理を受容させる一方で、労働組合
は、「二代目」を組織化していった。日本の労使
関係において重要なのは、使用者が労働組合の側
にたったという事実である46）。労使紛争におい
ては、使用者側は「二代目」熟練労働者を工場体
制に組み込むために労働組合に譲歩したのだ。さ
らに多くの労組の要求――賞与や退職金の導入な
ど――は内部労働市場のさらなる制度化に効果的
であった。「二代目」熟練労働者はまた基幹工と
してその後の管理職にまで伸びるキャリアパス
を要求した。こうした要求も日本企業での長期
雇用と内部労働市場のその後の展開を促進した
（Thelen2004: 169-170）。
　1930年代半ば以降から 40年代にかけての戦時
政策は、内部労働市場の形成という文脈では、さ
らなるセグメンタリズムを促すものとなった。第
二次世界大戦中において設立された産業報国連盟
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スキル形成の独英米日比較
（1938年 9月）では、「個別企業は更に進んで皇
国の発展の為に存在している」とされ、「会員相
互の意思疎通を図り、・・会員福祉を増進し労資
一体、産業報国の実をあげる」ことが目的とされ
た（佐口 1991: 168）47）。つまりは労使間のコミュ
ニケーションを促し、対立を回避するように設計
されたという意味では内部化を推進したといって
よい。また戦時中に政府が打ち出した学校技能者
養成令（1939年 3月。事業主に技能養成計画を
義務付けた）や労務調整令（1941年 12月。労働
移動を包括的に禁止した）も、労働力を必要と
する分野への重点的配分を主目的とした政策であ
り、当時の政策効果は芳しくなかったとはいえ、
企業のその後の雇用訓練政策に与えた影響は小さ
くなかった。
　戦時中の産業報国会をはじめとするこれら一連
の官僚主導の労働統制の試みは、直ちに福利厚生、
年功賃金、学卒採用及び企業内教育訓練の一般化
といった今日みられる雇用慣行へと結びつくもの
ではなかったが、その後明瞭に姿を現していっ
たとみることは可能であろう（ゴードン 2012: 
338）。
　WWⅡ後の日本の雇用慣行の展開はよく知ら
れているし、ここであまり立ち入る必要はない。
訓練システムは雇用慣行を発達させる上で重要な
役割を演じた。労働者の能力開発は、労働者のキャ
リア形成と終身雇用方針をベースにその上で年功
賃金を載せる形で展開されてきたし、そのことは
会社の生産性向上とは両立するものであった。
　このようにみると、日本の高熟練職均衡の背景
には個別企業レベルでの労使協調的関係が構築さ
れたこと、また日本では職業別労組に基礎をおか
ない企業別労組が主体となる理由としては、ドイ
ツでみられた職人層のネットワークや組織化の基
盤がなかったこと、今一つは、その職人層が中心
的担い手となった 20世紀初頭の労働組合運動の
要求が、イギリスのような入職規制ではなく、企
業共同体のメンバーとして認知させることにあっ
たことである。これらが、後々の日本の雇用シス
テムの特徴をメンバーシップ型として性格付ける
重要な契機となったといえるだろう。
５　まとめと含意
5-1	 なぜ米英は低熟練国で独日は高熟練国
なのか？
　これまで、テーレン（2004）にそってスキル
形成の歴史的国際比較を試みた。その含意は豊か
だが、冒頭に記した素朴な問いかけに立ち返り、
それへの回答を要約してみよう。
　ところで最初の素朴な問いとは、日独は高熟練
均衡国、英米は低熟練均衡国にそれぞれ分類され
るが、それはなぜなのか、というものであった。
テーレンの記述をもとに基本ロジックを整理する
と以下のようになる。
　まず、テーレンによると、産業化を担うのは技
能＝スキルであり、その核は産業化前の伝統的な
手工業セクターの親方や職人層が保有していた。
徒弟制のコントロールをめぐって国家（政）、使
用者（使）、労働組合（労）が対立するのも、こ
のスキル（職種としては産業化を牽引する機械金
属産業関連職種に必要な技能）を誰が育成（正確
には継承）し、スキル習得の認定の権限を持つの
かが、それぞれの主体にとって抜き差しならぬ重
要な利害関係を有する問題であったからである。
スキル形成と認定という言葉が歴史的な重みをも
てない今日の日本からみると、このことをまずは
確認すべきである。
　当時の必要スキル最大の保有主体は職人層であ
り、予備軍である徒弟であるから、政労使の各主
体は徒弟制を手中に収めて、スキル形成をコント
ロールすべく対立劇が展開されることとなる。そ
れを前提に、米英が低熟練均衡国である最大の理
由は、このスキル形成の権限をめぐって労使間で
連携できず、終始対立関係から抜け出せなかった
ことに求められよう。つまり米英は、テーレンが
いうところのスキル形成の「集合行動問題」が未
解決状態であった、換言するとスキル形成投資を
しても安心して回収できるという信頼コミットメ
ントが各主体間に欠如していたのである。これが
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ないと労使間で訓練投資に積極的になれず、密漁
が横行することになる。
　一方、独日が高熟練均衡国になりえたのは、そ
れぞれの文脈で、スキル形成の「集合行動問題」
を解決したことによるところが大きい。ドイツの
場合、国家が熟練職人層を保護、組織化し、スキ
ル形成と認定権限を彼らに付与した。そのことも
あって、労働組合がイギリスのようなクラフト
規制を行うことは抑制された。使用者は職人セク
ターのスキルを取り込み、安定したスキル形成シ
ステムの確立に寄与した（連帯主義的対応）。
　また日本の場合は、熟練職人である親方が組織
化されておらず、また国家も保護しなかったこと
から、独立親方層は企業を渡り歩きながら個別企
業でスキルを伝授する形をとることになった。ま
たかかる親方や渡り職人によって担われた労働運
動は国家や使用者から抑圧される一方で、使用者
はこれを新卒の養成工から隔離しながら、養成工
に労務管理を受容させ、会社組合との間で協調的
労使関係を構築していった。そのため個別企業内
では対立労使関係が抑制され協調的となった。か
くして日本での労使関係は、個別企業を単位にス
キル形成投資の回収問題を解決したことになる
（セグメンタリスト的対応）。
5-2	 各国雇用制度への含意――ドイツは職
業型、イギリスとアメリカはジョブ型、
日本はメンバーシップ型
　テーレン（2004）の意義は、初期産業化段階
という分岐点に注目し、ドイツ、イギリス、アメ
リカ、日本におけるスキル形成の歴史を徒弟制の
形成と変化にそって記述し描き出した点にある。
そのことはある国の制度が存在し、他の国のよう
になっていないことの説明として説得的である。
　そればかりではない。テーレンの議論の含意で
確認すべきは、こうした説明のロジックから現在
の各国の雇用制度の特徴を示すキーワード、つま
りドイツは職業型、イギリスとアメリカのジョブ
型、そして日本がメンバーシップ型として、それ
ぞれ性格付けられる仕方に歴史的な経緯の中での
説明付けを行う可能性を持つということを指摘し
ておかねばならない。なぜドイツは職業型、イギ
リスとアメリカはジョブ型、日本はメンバーシッ
プ型になったかについての含意はそれぞれの節の
末尾で記してきた。すなわち国別に以下のことを
指摘してきた。
　ドイツが「職業型」であるという背景には、雇
用制度のドイツの特徴である「職業資格」概念生
成の背後に、ドイツの労使双方において絶えず個
別企業を横断する組織化もしくは社会化のベクト
ルが保持されてきた経緯があった。
　イギリスがジョブ型であるという背景には、徒
弟制は衰退しつつも形を変えて生き残り（ここに
「弱い OLM」の根拠がある）、スキルをめぐる労
使間での協調的関係は構築されず、労組による使
用者の機会主義を排除する長期にわたる模索の結
果としてジョブテリトリールール（職域トレード）
があった。
　アメリカがジョブ型であるという背景には、ス
キルへの依存を合理化や機械化によって低めよう
とし、労働組合の最大の関心が、フォアマンの恣
意性を排除しながら、「内部労働市場の統制を追
及し、標準化されて厳密に定義されたジョブに
よって規定された階層内での先任権ルールなどの
マギレのないルールの確立があった（Thelen2004: 
212）」。
　最後に日本がメンバーシップ型であるという背
景には、一つはドイツでみられた職人層のネット
ワークや組織化の基盤がなく、またイギリスのよ
うなクラフト労働組合の入職規制もなかったこと
があり、今一つ、労働組合運動の要求が、入職規
制ではなく企業共同体の成員（メンバー）として
認知してもらうことがあった。
　以上、表 5の 1と 2の要素は、テーレンの論理
から導かれる要素であり、以上を踏まえた推論が
表 5の 3である。
5-3　今後の研究課題
　すでに記したように、本稿の雇用制度の比較史
的考察は、もっぱらテーレンに依拠した粗削りな
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スキル形成の独英米日比較
ものにとどまっている。各国別により詳細な資料
に基づいた記述は今後の課題となるが、ここでは
以下を指摘しておきたい。
　第 1に、本稿では英米にみられたジョブ型雇用
制度の形成を労働組合による規制に求めたが、ノ
ンユニオンに近い状況になりつつある今日、この
論理での説明には無理がある。ノンユニオン的状
況でも「ジョブ型」になっている理由の解明が必
要である。
　第 2に、日本では OLM が未成熟で、その形成
が政策的にも課題といわれることがあるが（佐藤
2001; 2011; 2012; 2017）、成熟したドイツの歴史
をみるとそこには長い伝統の蓄積があり、OLM
の形成に職業別労働組合の存在があったという点
である。翻って日本ではなぜ職業別労働組合が形
成されなかったのかを改めて歴史的に考察する必
要がある。
　このことは、雇用労働者の組合組織率が低下し、
雇用類似の新たな働き方が増加するなかで、職業
や仕事を同じにする働く者がいかに連帯していけ
るのかを考察する上でも重要な課題となるように
思われる。
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	 	 注
1） 本ノートの構成に際しては、濱口（2018）から
多くの示唆を得ている。
2） K.Thelen（2004）を参照のこと。
3） この点については、「弱い内部労働市場と弱い
職業別労働市場」としてのイギリスの労働市
場の動向について、国際比較研究のレビューを
行った佐藤厚（2017）を参照。
4） OLM とは、職業を単位にして形成されている
労働市場である。弁護士や医師などの業務独占
型資格職は OLM の典型である。ILM との対
比でみると、ILM では、多くは資格化されて
いないスキルが、特定企業主導型の OJT で訓
練・習得されることから、移動範囲も企業内に
限定される傾向があるのに対し、OLM では、
社会的に資格化されたスキルを企業の外側の訓
練機関で習得することから、移動範囲も特定
企業に限定されない傾向がある（Rubery and 
Grimshaw2004：100）。
5） この点について、マースデンの雇用システム論
を詳細に検討した石田（2012）は歴史的経緯に
ついて説明し、19 世紀の販売契約＋雇用関係
（従）→ 20 世紀の雇用関係が中心（1 期が個別
取引 ; 2 期が集団取引 ; 3 期が集団取引＋個別取
引）→ 21 世紀の雇用関係（主）＋販売契約（従）
を提示している。そして日本が第 2 期を経験せ
ず 3 期に進んだ特異な国であり、「雇用関係の
終点」であるとの位置づけをしている。しかし、
2 期での使用者の機会主義を限定する方法と
して、なぜアメリカが「職務範囲」、ドイツが
「職業資格」、イギリスがその中間なのか、その
説明は簡易であるように思われる（石田 2012: 
212-3）。
6） ここで徒弟関係とは「基本的には、年少者が親
方養成主に人格的に従属しつつ、一定期間教育
を受け、技能を磨き、当該職種の営業方法を身
に着けること」を指す（大塚 1987: 15）。
7） Kocka（1984） に よ る と、Handwerk（ 手 工
業）の定義、Handwerker（手工業者）の定義
は常になにかしら移ろいやすく時間とともにシ
フトしてきた。重要な違いは、一方で「産業」
と「手工業」の間に、また他方で「手工業者」
と「労働者」の間にある。手工業セクターと産
業との違いは、伝統的に規模の問題（手工業企
業は小さい）だが、生産の性質――手工業セク
ターは歴史的に機械化されない「熟練」マニュ
アル労働（マスター自身によっても）を含ん
でいた――ともリンクしていた。Handwerker
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と Arbeiter との境界に関しても、Kocka は記
す。「19 世 紀 の 3 分 の 2 以 降、Handwerker
と Arbeiter は同一視される傾向にあった。
Handwerker と Handwerkmeister は 自 営 業
のクラフトマンを保存するための用語になるに
つれて、その一方で「Arbeiter」は、ますます
賃金のために手に職をつける人々のための用語
となった。ストリークも記す。「外国ではスモー
ルビジネスとしてコード化されるところのもの
をドイツでは Handwerk のカテゴリ下で法的
に組織されている」。ドイツの職人セクターが
生存し繁栄したのは、国家が規制をして、技術
市場環境の変化に適応するように仕向けたから
なのだ（Thelen2004: 40）。
8） ジャーニーマンは、クラフトスキルを伝達する
だけでなく職場の規範を社会化することでも徒
弟に影響力を行使しうる存在であったとされる
（Thelen2004: 101）。
9） この説明に際して、制度の経路依存性（path 
dependency） 及 び 重 要 な 分 岐 点（critical 
juncture）に注目し、制度があることによるリ
ターンの増大とフィードバック効果「制度は一
度選択されると、それ自身を再生産し、その後
の選択を制約することで制度の展開の軌跡を形
成」することを重要視する（Thelen2004: 27）。
10） Handicraft Protection Law のことであるが、
大塚（1987: 5）は 1897 年営業条例改正法を「い
わゆる手工業者法」としており、それに倣って
手工業者法としておく。ちなみにドイツにはイ
ンヌンク（Innungen）と呼ばれる自発的ギル
ドとしての手工業者の組織がある（Thelen2004: 
43）。インヌンクは中世末からツンフト制度を
補充してきた職種別の同業者組合である（高木
健次郎（1977: 111）『ドイツの職人』中央公論
新書）。ドイツの手工業のなかにはマイスター
（親方）、職人、徒弟の身分序列があった（13
世紀に形成）。マイスターは徒弟を職人に育成
しなければならず、徒弟は厳しい修業に励み年
季を終えて審査に合格すれば職人になる。職人
はさらに能力と経験を積んで審査を受けてマイ
スターになれる。こうした一連の審査をすべて
管理していたのがツンフト（ところによっては
ギルドと呼ばれた）であった。ツンフトは手工
業マイスターを正式メンバーとする組織であ
り、都市を単位に職種別に作られていた。この
ようにドイツのツンフトは長い歴史を持つが、
紆余曲折を経たのち手工業者法によって、マイ
スターと職人及び徒弟の関係（マイスターと徒
弟との養成契約における権利義務関係、徒弟通
学の義務化、徒弟を抱えるマイスター資格など）
が確立されたのである（高木 1977: 129）。「1897
年法の意図は、あくまで技能訓練の向上と、徒
弟教育の充実にあった」とされる。そこではイ
ンヌンクの権限として、マイスター、職人、徒
弟の事業場・技能上・倫理上の訓練促進のため
に、学校建設への援助、職人・マイスター試験
の挙行、認定書の発行などが定められることと
なったのである（大塚 1987: 6-10）。
 　ところでドイツの手工業へのこだわりは大き
く、「職業」をベースとした資格、労働市場、
労働組合の展開を考える上で重要である。彼ら
には連帯の感情、自由の意識、そして手工業的
伝統の栄誉があり、反面で資本と貨幣への嫌悪
感があった。「昔ながらの仕事場で働くマイス
ターが働く職人や手伝いの徒弟と結びついてい
たのに引き換え、新しい製造工場には冷たい計
算づくの企業家が露骨な収入を目指して立ち
はだかっている」（高木 1977: 130）。ここに手
工業という職業を一にする者同士が連帯しなが
ら、生起しつつある資本主義的産業セクターへ
の対抗感情を共有する強い根拠を読み取ること
ができよう。
11） 小野塚（2001: 5-6）によれば、イギリスの労使
関係では、「クラフト」とは「熟練職種」のこ
とであり、「その熟練を保持しているか否かは、
徒弟修業をしたこと」で判断される。クラフト
に入職する正規の資格を持った熟練（クラフト
マンシップ）は、徒弟修業によって与えられ、
入職したクラフトマンにはその職種内部でかな
りの裁量と決定権が付与される。こうしたクラ
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フトを規制するのがクラフト規制であり、クラ
フト団体、クラフトギルド（ユニオン）などの
主体が、19 世紀の初めから主に機械産業にお
いてクラフトへの参入を規制してきた。とくに
1563 年職人規制法の徒弟諸条項では、入職規
制を正当化する法的根拠が認められており、ク
ラフト規制の根幹とされる。つまり労働者の熟
練技能（＝スキル）の養成と認定は「俺たち」
労組が行うというわけである。
12） テーレンのいう訓練の集団行動問題とは、訓練
への過小投資を指し、企業の訓練生への訓練投
資に制約があることや、企業間で訓練コスト
を共有できないことを指す（Thelen2004: 19-
20）。
13） こ れ を テ ー レ ン は、「 制 度 的 成 層 化 」
（institutional layering。安定した制度のフレー
ムワークの上に新しい要素を接ぎ木していくこ
と）と呼ぶ。ここで安定した制度的フレームワー
クとは伝統的セクターによるスキル訓練と認定
のシステムであり、新しい要素とはそのフレー
ムワークの上に、産業セクターと国家にも当て
はまるスキル形成の認定のシステムを載せるこ
とを指している（Thelen2004: 35-6）。
14） J．コッカもドイツ初期に労働組合の徒弟制へ
の関与について「イギリスのクラフトユニオ
ンとは異なって、ドイツの労働組合は『排他
的な職業別の利害を主張し、実現するような
指向と能力をほとんど持たなかった』、すなわ
ち『労働組合がコントロールする徒弟規則、職
人規則を経ない者の拒否』等はわずかしかそ
の役割を演じなかった」と述べている（大塚
1987:214）。また大塚も「第 1 次大戦に入るまで、
ドイツの労働組合は徒弟制に関しては公式にそ
れを組合活動の対象にすることはなかった」と
述べている（大塚 1987:217）。
15） 電気設備巨大企業 Schuckert and Co. は 1890
年に、機械メーカー Borsig も 1898 年に訓練
ワークショップを設置した。その後も 1900 年
までに 17 校（訓練の理論面の責任を持つ制度
化された工場学校）開設された。
16） Krupp の企業福利制度も有名である。クルッ
プにおける労働・生活・統治の歴史については
田中（2001）も参照のこと。よく知られている
ように、クルップは鋼鉄生産から創業を 1812
年に開始し、1890 年代から WW Ⅰには労働者
8 万人規模の一大コンツエルンに成長したドイ
ツの大企業である。19 世紀初頭までのドイツ
の鉄工業・金属工業は請負マイスター方式が主
であった。クルップではアルフレッドクルップ
が 1830 年前後に請負マイスターに頼らない工
場化（つまり労働者の企業内養成）が目指され
た。そして1840 年代には、「労働者の長期的キャ
リアとしては、手工業と同様に、『マイスター
になる』ルートが企業内に用意されることで、
手工業の伝統は企業内養成という形で再編され
た」（田中 2001: 73）。
17） DATSCH（ドイツ工科学校委員会）は、手工
業セクターとは区別される（大企業）工業セク
ターで活躍する熟練労働者としての養成工の育
成を組織的、統一的に展開する目的で結成され
た。その背景には、当時の熟練工は、手工業職
人ないし手工業徒弟、または養成工から満たさ
れる傾向があったのである。熟練工の社会的通
用性の少ない日本では考えにくいことだが、当
時のドイツの熟練工は「手工業的」の訓練を特
別に受けた者のみが入りうる層であった、しか
しその後産業化の進展に伴い、産業工場の側も
手工業徒弟を踏襲しつつも工場徒弟を養成し旧
来の手工業からの熟練工供給依存を克服する必
要が生じてくることとなる（大塚 1987: 3-4）。
18） WW Ⅱ後、経営参加の機会を手に入れ、共同
決定権を行使してきた労働組合は、依然職業訓
練の標準化には関与できなかったため、地方商
工会議所の訓練内容の規制、養成認定試験の
監督などへ参加を求めてきたが、1969 年社会
民主党政権下の職業訓練法の中で成立した（大
塚 1987: 5-6）。同法は 4 部構成（第 1 部職業訓
練定義では、事業所が訓練の場であること、事
業所は訓練者として契約を結ぶこと、第 2 部で
は事業所は訓練生を職業学校に通わせることの
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他、訓練期間として 3 カ月試用期間、修了後終
了すること、第 4 部では終了試験委員会構成が
労使同数構成になるような試験で通過終了する
こと、などからなっている。
19） 二元的職業訓練（デュアル）システムとは、「企
業と公的職業学校という 2 つの学習の場が共
通の目標の下で訓練生の職業資格付与に協同す
るがゆえに二元的といわれる」。その起源と展
開過程は、グライネルト他によると、①創設期
（1870 年から 1920 年までの時期で、小工業者
等の旧中間層の社会的没落を訓練で補うことを
目的とする手工業者訓練の復興と補習学校をみ
た時期）、②確立期（1920 年から 1970 年まで
の時期で、工業タイプの徒弟訓練モデルが新た
な訓練システムにつながらず、手工業者保護法
に統合された時期）、③完成期（職業教育法後
の 1970 年以降、国家の影響力と合理化）に区
分される（グライネルト 1995 ＝ 1998）。
20） かつての首相シュレーダーは「政府が訓練課徴
金を企業に課すことを訴えたが、それはいかに
訓練プログラムが深刻になっているかを示すも
のだ」（Thelen2004: 276）。
21） 「会社がスポンサーとなっている徒弟制のう
ち人気のあるデュアルシステムは、とても維
持費がかかり、それをやれる会社は少ない」
（Thelen2014: 93）。
22） 注 11 でも記したが、1563 年職人規制法の徒弟
諸条項では、入職規制を正当化する法的根拠が
認められており、クラフト規制の根幹とされる。
23） 加えて、ジャーニーマンは徒弟に影響力を行使
しうるが、それはクラフトのスキルを伝授する
ためだけでなく、若者に使用者に対抗する利害
を守る職業の秘密や規範を社会化するためにも
行使しうるのだった。
24） 徒弟訓練の規制とモニターの欠如状態で、イギ
リスの若者が徒弟に意味を見出せなかったこと
を示す多くの指摘がある。いわゆる「見込みの
ない、袋小路」の仕事（blind alley job）は、
ドイツよりもイギリスで多かった。14-17 歳の
17％が熟練労働者になっていくが、28-34％は
低スキルの仕事につき、14 歳の 3 分の 1 は雑
用や店員になっていく。グラスゴーについて
も同様の傾向がある。小学校を卒業した少年
の 53.6％はミルクボーイになり、24.6％は未熟
練になる。徒弟制に入るのはほんの 12％であ
る。・・かくして 16 歳から 20 歳時点で投げ出
した少年は、漂流して低賃金労働市場か失業救
済の軍隊に迷いこむことになるのだ。訓練投資
を決定する若者にとって、少年労働市場の裏面
には、徒弟制を終了するインセンティブが弱い
ことがある（Thelen2004: 115-6）。
25） 委員会議長はドノヴァン卿、1965 年 4 月に設
置され、団体交渉を中心に経営－従業員関係、
労働組合、使用者団体の機能、国家の役割を調
査研究した。上田（2007: 33）によるとその中
心的内容は、会社内に包括的な権威ある団体交
渉機構を発展させ、イギリス労使関係の基礎を
工場別協約の体制に置こうとしたことにある。
なお徒弟制との関連で上田（2007: 223）は、
ドノヴァン報告の要点として、労組のこうした
制限的労働慣行と並んで、クラフト徒弟訓練の
改革――これまでの徒弟訓練が性別や年齢を基
準にした制限があり、若年時の一過的な訓練観
を強調していたことを批判し、生産性向上や再
訓練の必要性を見通していた、と指摘している。
26） 1973 年から 79 年までの SC 鉄鋼工場労働組合
支部における先任権及び昇進ライン、交替制、
要員運用、安全衛生・福利、作業方法・設備、
賃金、作業内容、労務管理などの職場問題につ
き、支部の規制力の強さをヒアリング調査によ
り明らかにしている。
27） 関口（2014）を参照。
28） ジャコービィ（1985 ＝ 1994: 99）によると、
GE のある工場では NACS の技能訓練修了者
の 4 分の 1 以下しかその事業所に残らなかっ
たとされる。また関口（2014: 158）によると、
1903 年から 1917 年の GE のスケネクタディ事
業所の養成課程修了者の残留率は平均で 28.1％
であった。
29） 労働組合の要求するこうした格付け制度は、使
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用者の「賃金は個々人に付けられるべきもので
あって職務に付けられるべきではない」という
主張点と真っ向から対立するものである。労組
の要求は、出来高制＝駆り立てシステムで労働
者を煽る職長など工場内にある様々な不公平な
賃率構造是正の要求でもあった。賃金を人に付
けようとする使用者対職務に付けようとする労
組との対立構図。この中にアメリカのジョブ型
の原型ともいえる要素を見出すことも可能であ
ろう。
30） ジャコービィは、1880 年から 1915 年にかけて
の職長による雇用、労働条件の統制の実態――
募集と雇い入れ、賃金と達成度、雇用保障――
について詳しく記述している。「生産に対する
職長の統制力はまちまちだったが、労働者を雇
い、これに支払い、これを監督する自由な裁量
が職長に与えられていた。・・職長の雇用支配
は文字通り工場の門に始まる。フィラデルフィ
アのある工場では職長がリンゴを群衆のなかに
放り込み、それをつかんだ者が職にありついた」
ジャコービィ（1985=1989: 43）。
31） 「ニューディール政策は、1935 年の全国労働関
係法（通称ワグナー法）により、団体交渉を労
使関係の基軸に位置づけられた。その背景には、
1929 年に始まる大恐慌により大統領の政治的
権限が高まったことで法律改正が容易になった
こと、および職能別組合から産業別労働組合へ
労働組合の趨勢がシフトしたことがある。この
結果、団体交渉を労働者と使用者の間の利害調
整の基軸に位置づけて政府が関与する姿ができ
あがった」山崎（2012）。
32） なお、ジョブコントロールユニオニズム形成に
は、従業員代表制（ERP）も重要な影響を及ぼ
している。ワグナー法は、企業外部の横断的労
組こそが労組であり、従業員代表制は経営者の
支配介入につながる＝会社組合として禁圧して
いたが、アメリカを代表する大企業では、会社
と労働者との協議を重視し ERP を導入してい
た。こうした動向に対抗する形で CIO は、企
業別・プラントレベルまで下りて関与を強め
ながら団体交渉権を獲得しなければならなかっ
たことが、産業別労組でありながら企業・工場
別レベルで先任権をはじめとする詳細な協約や
ワークルールの確立につながったとされる（伊
藤・関口 2009: 6-7）。
33） この点は小池（1977）も参照のこと。「キャリ
アの決定と挫折を通じ、経営の恣意性を許さ
ないようなマギレのないルールがみられない
点が、我国の特徴であるが、アメリカでは労働
組合がほとんどすみからすみまで介入し、交渉
し、マギレのないルールを確立している」（小
池 1977: 217）。
34） 製造業に占める（鋳物・鍛冶など）金属・機械
産業の占める割合を示す統計によると、明治
27 年（1894 年）日本ではわずか 18％であった
（最も多かったのは木竹葦藁品工業で 30.8％）。
イギリスは 1881 年にはすでに 31.8％に達して
いたとされる（尾高 1993: 54-56）。
35） 近代型諸産業の三主要産業、すなわち、鉱山、
金属・機械、造船業で、多くの海外の技術者
と職工が招聘されるが、民間より官営事業で多
く、明治初期ではフランス人が多く、その後英
国人、ドイツ人がとって代わったとされる（尾
高 1993: 80-81）。
36） 隅谷によると、日本の職業訓練の発展は、大ま
かに伝修制（1867 年から 1887 年）→年季徒弟
制（1887 年から 1907 年。これも町工場を主と
する職人徒弟制と大工業で特定の職工について
手伝いをする工場徒弟制にわかれる）→養成工
制（1907 年から 1945 年）と段階区分される。
その後第 1 次大戦後、養成工養成は、青年学校
令による工場青年学校（実質的に養成工。1935
年義務化）、工場・事業場技能者養成令（1939
年）で義務化されるが、戦局悪化による絶対的
労働力不足から崩壊した。戦後になって労働基
準法第 7 章で技能者養成規定を設けて（1947
年）、戦前の養成工制度の復活を企図したが、
対象となった中卒者の高校進学率の急上昇によ
り、1960 年頃をピークに衰退していった（上
野 2000）。
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37） ここでの文脈上、注目されるのは、（2）のケー
スであるが、この場合にも、旧来の技能がその
まま役立つ場合（鋳物、鍛冶）とまったく新た
に訓練をうけなければならない場合（機械加工）
があった。また工場制生産では、独立自営と違っ
て他律的な集団作業によるこれまでの仕事の段
取りなどをあらためる必要があった。
38） 移動の背景について経営者の一人は次のように
語っている。「斯かる入退社の移動甚だしき原
因としては、鍛冶職特有の流動的気風の未だ濃
厚なることがその最大なもの」とし「彼らは転々
と移動を続け、その間技術的 “ 腕 ” を磨く。一
つの小さな職場に固着し、単一の機械を使用し
一定のもののみを作っていては、技術的片輪に
なると云ふ。・・移動を一種の武者修行と心得
ているものは少なくなかった」のである（沢井
2016: 108-111）。
39） たとえば西（1983: 140）の次のような記述か
らは株仲間参入の厳しい制限はみられない。江
戸時代（1854 年）、藩主の指示により御所内裏
造営への労働提供をする際に、大坂の大工の
竈（株仲間の株のようなもの）を制限せずに水
増しした事例がある。この他、仲間への参入規
制がそれほど厳しくないことは、遠藤（1985: 
135）や乾（1996: 39-41）の記述からも知るこ
とができる。
40） 草野（2018: 59-60）参照。
41） 日本の労働争議を分析すると、労働条件の改善
といった経済的問題よりも社会的地位の向上に
深い共感を寄せていたと指摘している（二村
1987: 86）。
42） 「世界大戦中及び戦後すぐに、日本の労働者は、
かつて日本鉄道の機関方が社内における地位向
上とよりよい処遇を求めた闘争を彷彿させる要
求を提出している。これは特殊日本的な状況と
労働者意識の反映であった。・・そうした要求
の背景には、「人間的」な処遇と、社会と企業
の双方において一人前の構成員により近い身分
を認められたいという絶えざる欲求が存在して
いた」。企業の一員として正当に処遇されたい
という労働者の信念の背景には、社会的に低い
地位のまま下層社会に取り残されたという意識
があったとされる（ゴードン 2012: 495-9）。
43） もっとも戦間期においては労働争議が多発して
おり、労使協調はあくまで大手造船業・鉄鋼業
に限定されたもので、日本的雇用慣行と合わせ
てその本格的普及は戦後との見解もある（ゴー
ドン 2012: 209-201）。
44） 木下（2010: 58）は、「労働組合の運動に、新
規学卒から育てあげた『子飼い』からの若い養
成工を接触させないようにすることが労務管理
の重要事項であった」（大河内 1983）を踏まえ
つつ、「二代目」若手養成工を渡り職人の「一
代目」から隔離する政策に際して、寄宿舎生活
での「教化思想」に着目している。岡本（1960: 
63）は（渡り職人の）労働運動の進展につれて、
「企業間協定で問題となる人物の相互連絡」の
他、「企業の人物調査に労働運動が意識された」
ことを指摘する。
45） ドーアによると新規学卒採用の慣行の起点は
1920 年代にあるが（呉の造船所で 1919 年、三
菱長崎で 1920 年に 4 月の新卒者募集を開始し
その後他社にも普及していった）、その背景に
は「遅れて産業化」した日本が鉄鋼・造船業で
要求される新技術に対応するには一大飛躍の必
要があり、企業は旧来の親方徒弟制を諦め、企
業内訓練学校を設立したことがあった（ドーア
1993: 165-6）。だが、「新入職工をほとんど全て
新卒から採用した」時期はまだ後のことだとす
るゴードンの批判もある（ゴードン 2012: 133-
4）。
46） 正確にいうと、ここでいう労働組合は、第 1 次
大戦後に大工場で争議を引き起こした「渡り
職人」（一代目）を担い手とする労働組合運動
ではなく、労使抗争が収まった後に残った会
社組合、穏健な工場別の労働組合、労使融和を
唱える日本主義の組合など、広い意味での工場
委員会体制に馴染む組合を意味している（木下
2014: 254）。
47） 日中戦争開始後、官僚、経営者団体、労働組合
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の代表は新たな労使関係に関する協議を開始し
た。産業報国会（いわゆる「産報」）の形成で
ある。協議の結果として指導精神に関する「労
資関係調整方策」（1938 年 3 月時局対策委員会）
と制度そのものに関する「単位産業報国会規約
例」（1938 年 9 月、産業報国連盟）が策定され
た（佐口 1991: 242）。
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SATO Atsushi
International Comparative Study on Skill Formation 
of Germany, the UK, the US, and Japan: 
History of Apprenticeship
　This research paper is historical 
international comparative study on skill 
formation, focusing on apprenticeship history 
among Germany, the UK, the US, and Japan. 
Moreover, this paper also aims that our these 
analysis provides some important insights 
into current literature concerning  of four 
each countryʼs characteristics about human 
resource management system (HRM) and 
industrial relation (IR) system, which can be 
characterized these system as the UK and 
the US are” job based HRM ” , Germany 
is “occupation based HRM” or strong 
Occupational Labor Market (OLM)”, and Japan 
is “membership based HRM” or strong “Internal 
labor market (ILM)” in addition to explaining 
the reason for both Japan and Germany are 
“high skill equilibria” and the UK and the US 
are “low skill equilibria” . 
　According to Thelen (2004)ʼs informative 
article “How Institution Evolve”, characteristics 
about evolving pattern of apprenticeship in 
each country are as follows.
　Firstly, Thelen sets perspective at cross-
national and longitudinal dimension on 
apprenticeship system from the end of 
nineteenth century, in traditional artisanal 
sector, where skill development system 
in which master trains apprentice were 
dominant, however, apprenticeship system has 
been involved and become skilled workers in 
skill dependent industry such as metal and 
machinery industry since industrialization has 
developed.  
　Secondly, at that time when apprenticeship 
has changed, we must view whether the 
interaction between state, employer and union 
beside as important actors are confrontational, 
or corporative. 
　Thirdly, from the view point of the 
interaction above, both Germany and 
Japan could resolve “collective action 
problem” in respective way, which means 
ﬁrmʼs underinvestment for training because of 
poaching. That is why Germany as well Japan 
can be counted as “high skill equilibria”. But 
it should be noted there is diﬀerence between 
two countries, while Germany is called 
“collectivism” in which there are corporatism 
in social solidarity among state, employer, and 
union, Japan is called “segmentalism”, in which 
training cost is shared within individual ﬁrm in 
corporative way.  
　Fourthly, on the other hand, the UK and 
the US could not resolve “collective action 
problem”. Thelen summarized this point as 
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follows: In the US, as in the UK, craft unions 
emerging among skilled workers in key trades, 
which meant that apprenticeship would be 
substantially contested across the class divide. 
　As in the UK, in the US, there were battles 
between employers and craft union at the end 
of nineteenth century. This is reason why both 
countries are counted as “low skill equilibria”.
　Fifthly, when we put ﬁrmʼs strategy of each 
four countries in comparative perspective, 
whereas in Germany, metalworking ﬁrms at 
centuryʼs end were concerned to certify skills, 
in the UK to reassert managerial control, 
and in Japan to dampen labor mobility in 
the US the goal was above all to rationalize 
production and reduce dependence on skilled 
labor altogether through technological change, 
product standardizations”.
　Lastly, it is not suﬃcient to describe the 
connection between each four countryʼs 
characteristics about apprenticeship history 
and HRM, so the future direction of this 
study will be go on to an even more detailed 
examination of the connection under current 
non-union situation.
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